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フランスにおける家族手当制度の形成と展開
─第一次世界大戦後のパリ地域補償金庫を中心として─（下）

深澤 敦＊

前々号（上）では，第一次大戦後のフランスで民間の経営者層が各地で自主的に創設した家族手当
補償金庫の中で最大のパリ地域補償金庫（CCRP）を中心として，その現金給付の分析がなされたの
に対して，本号（下）では同金庫による現物（サービス）給付としての訪問看護婦サービス，医療・衛
生・保健サービス，家政教育，職業指導，『家族雑誌』の無料配布活動がまず解明される。そして，こ
うした社会サービスは，現金給付に比べて極めて少ない費用で賄われたにもかかわらず，労働者の
「心のニーズ」に応ずるきめ細かなサービスを通じて現金給付に勝るとも劣らない効果をあげたと経
営者が高く評価していることが明らかにされる。次いで，このような補償金庫とその社会サービスに
対する労働組合の態度が分析された後で，第一次大戦後の労使間の重要な争点をなしていた社会保険
法を回避するために経営者層が補償金庫の活動領域を疾病保険にまで拡大する動向がCCRPの具体例
の分析を通じて解明される。最後に，経営者拠出のみによって賄われるこの疾病保険の限界性が
１９２８・１９３０年社会保険法の成立によって露呈され，それとともに経営者の私的イニシャティブの下で
創設された家族手当についても１９３２年法で義務化される経緯が分析される。
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いる。フランスでも既に第一次大戦前から，

病院などの通常の看護婦infirmière-soignante

以外に訪問看護婦が活躍し始めていたが１），

１９１４年２月１８日には，結核予防診療所の創設を

熱心に唱えていたレオン・ブルジョワの後援を

得て「フランス訪問看護婦協会 l’Association

desinfirmières-visiteusesdeFrance」が結成さ

れていた２）。そして，第一次大戦中に塹壕の兵

士を初めとして結核感染が広がる中で，結核予

防診療所を創設し専門の看護婦をそれらの診療

所に配属させることを各県に義務付けたレオ

ン・ブルジョワ法が１９１６年４月１５日に成立する

一方で，「アメリカ人は１９１７年に上陸するやい

なや彼らのドルを社会衛生事業に費やし，都市

や農村でのサービスを組織し，訪問婦を募集・

養成し，学校や奨学金に融資する。彼らが立ち

去るときにフランスには〈訪問看護婦〉を養成

する３０以上の学校が存在する」３）ようになる４）。

こうした状況の中で，CCRPの訪問看護婦数

は，各年の総会議事録によれば１９２１年の６人か

ら２６年に３８人，２７年は５０人，２９年に８８人，３０年

に９２人，３１年には１２０人，３５年には１３５人にまで

増大する。

だが，その起源は諸手当の不正受給を監視す

るための「女性調査員damesenquêteuses」に

ある。まず１９２１年１月の管理委員会において，

労働者の申請書類を確かめるための調査の必要

性が提起され，手始めに１人の女性調査員にそ

の調査を依頼することが決定される５）。そし

て，会長のリシュモンは同年５月の管理委員会

で，この調査によって「数多くの不正受給が見

いだされ，この業務を拡大するという問題が提

起される。［とはいえ］恐らくこの業務を厳密

な意味での調査のみに限定しない方がいいだろ

う。調査員を選ぶに際して，彼女たちが家族の

中で良い助言を与えることができるような仕方

で選べば，彼女たちは子供に与える世話という

点でそこに入るよう求められるし，このように

して彼女たちの到着は一般的に手当の撤回に先

行する苦しい議論の単なる前触れではなくなる

ようにする」６）ことを強調している。従って，

調査員には看護婦の資格を持った女性を採用す

べきであるという彼の提案が受け入れられ，最

初は６名の女性調査員＝訪問看護婦７）がCCRP

に誕生する。彼女たちは，「金庫の貴重な女性

補助員précieusesauxiliairesdelaCaisse」８）と

して，一方では家族手当のための申請書や証明

書（特に出生に関する証明）の真偽を検査し，

必要であれば子供たちが実際に扶養されている

かどうかなどを現場で調査すると同時に，他方

では労働者家族が困難に陥っている場合など

に助言や精神的援助を与え，とりわけ妊娠・

出産に関わる衛生管理に気を配ることになる

（それ故，既述の産前手当が１９２４年から開始さ

れると，「産着」を家庭に直接届けるのも彼女

たちの重要な任務として位置付けられてい

く）９）。こうして，１９２１年８月１日に創設された

CCRPの「補助員サービス（部門）Servicedes

Auxiliaires」は，翌月からサン・ドニ，ラ・ク

ールヌーヴ，オベルヴィリエ，ル・ブールジ

ェ，パンタン，ル・プレ・サン・ジェルヴェ，

レ・リラ，バニョレなど「労働者家族がひしめ

き合い，概して救済が組織されていないパリ郊

外の１セクターで」１０）まず開始され，その経験

を踏まえて同年１２月の総会でパリ地域全体への

その漸進的拡大が決定される１１）。しかも，上記

のような二重の任務１２）を担って創設された

「補助員サービス」が，急速に後者の「在宅援助

サービスserviced’assistanceàdomicile」の仕

事に特化して行く中で１３），１９２４年以降には「社
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会サービス（部門）ServiceSocial」と名称も変

更されるのである１４）。

そして，これらの訪問看護婦が５０名に達した

１９２７年には，労働者家族に対する彼女たちの働

きかけによって加入企業と従業員の関係が「す

っかり変わってしまった」と評価する経営者た

ちも出現し，またリシュモン自身もCCRPのこ

の活動が「家族手当それ自体よりも社会的には

より一層有益であるplusintéressanteencore

と断言することを我々はいとはない」１５）とさ

え述べている。さらに，１９３２年１月１２日デク

レでのソーシャルワーカー職免許状（brevet

decapacitéprofessionnelled’assistantet

d’assistantedeservicesocial）の認定後は，「彼

女たちは看護婦infirmièressoignantesではな

く，むしろ，家族細胞を苦しめる様々な困難

に照応したあらゆる形態の社会援助をもたら

そうと努めるソーシャルワーカーassistantes

socialesである」１６）とリシュモンは訂正するこ

とになる。また彼は，CCRPの１９３５年総会で

も，「我々のソーシャルワーカーtravailleuses

socialesの献身さは諸君の味方である。家族手

当それ自体の社会的効力は確かに非常に大き

い。［しかし］我々の考えでは，我が社会事業

nosŒuvresSocialesの効力は，その費用が遥

かにかからないけれども，より一層大きい」１７）

と断言するであろう。同様に彼は，翌年の総会

でも，「［訪問看護婦は］むしろソーシャルワー

カーと呼ばなければならなかった。［…］彼女

たちは看護してはいない。その主要な役割は物

的な援助よりもむしろ精神的な援助や適切な忠

告によって全ての領域で家族を援助することで

ある」１８）と役割をより明確にするであろう。ま

た，CCRPのソーシャルワーカー数も，１９３６年

の１５４人から１９３９年に１６５人，１９４２年は１８２人，

ピークに達する１９４４年には１９４人（無資格の補

助員１１２人を加えると総数３０６人）に増大するこ

とになるであろう。

⑵医療・衛生・保健サービスの拡大

CCRPの活動は，家族手当の現金給付にとど

まらず，以上のような現物・サービス給付にも

拡大され，労働者家族の「身体のニーズと同様

に，心のニーズに応えようとする配慮」１９）が多

様な形態で示されていく。まず医療・衛生サ

ービスに関しては，CCRP自体による疾病保険

の制度化（１９２６年１月）という重要な問題につ

いては後述するが，それ以外にもパリの児童

専門病院のアヴィラニェ（Aviragnet）医師が

１９２６年６月の管理委員会でCCRPの医療顧問

（ConseillerMédical）に任命されたことが注目

される。これは訪問看護婦の活動から生じる実

際的諸問題に対処するためであった。「という

のも，我々の訪問婦は医師の権限を侵食しない

という使命を確かに持っているが，しかし衛生

と医療との境界は往々にして確定しがたく，医

師の権威によってカバーされることが我々にと

って最も有益だろう」２０）と判断されたからであ

る。ただし，この医療顧問のポストはアヴィラ

ニェ医師からの自発的申入れだったこともあり

最初は無給であるが，彼がその後ますます多く

の時間をこの活動に費やすようになったために

翌年１１月の管理委員会で彼への月２０００Fの報酬

が決定される２１）。

そして，とりわけ重要なのが１９２７年７月の管

理委員会におけるCCRP社会サービスの拡大提

案である。その主要な提案の一つは，妊婦や児

童向け衛生・保健サービスの拡充である。１９２６

年中には，CCRPの社会サービスを通じて，

３,２９５人の妊婦と４,１７８人の乳児が診察を受け，
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３歳以上の１,４７６人の児童が病院での診察に連

れて行かれ，３５０人の児童が療養所に送られ，

９８８人の児童が健康状態の改善や非衛生な住

宅２２）からの離脱のために田舎での逗留を享受

し，１,０１８人の児童がヴァカンス村（coloniesde

vacances）で生活し，５４０人の児童が母親の病

気や出産の間に一時的に収容されていたが２３），

こうした多様な措置のための斡旋センター

（centredeplacement）や診療所（dispensaire）

などを自ら設立したり，あるいは他の既存事業

を一層活用したりして，これらのサービスを拡

充することが提案される２４）。なかでも診療所に

ついては，ヴァカンス村へ派遣するための予備

的診察や，病気ではないがデリケートな児童の

予防的診察，あるいは軽い病気の治療などのた

めに不可欠と判断され，翌年９月の管理委員会

で自らの診療所を設立するという原則が承認さ

れる２５）。そして，少し時間を要したにしても

１９３２年にはパリ１０区のラックデュック街（rue

del’Aqueduc）に最初の診療所が，また１９３３年

１月１日にはCCRPの本部（パリ１５区ヴィアラ

街rueViala）に二番目のより広い診療所が開設

され２６），さらに１９３８年にそれまでパリ１７区サル

ヌーヴ街（rueSalneuve）にあった診察室が９

区ブリュッセル街（ruedeBruxelles）に移転・

拡大され三番目の診療所となるであろう２７）。

３家政教育の発展

１９２７年７月の管理委員会における他の重要

な提案は，「家政教育enseignementménager」

講座の開設である。これは前月の管理委員会

で，パンアール・エ・ルヴァソール（Panhard

etLevassor）自動車会社の代表ルビュー

（Rebut）によって「その費用は徒弟税 taxe

d’apprentissageの免除で回収できる」２８）し，

CCRPの社会サービスの目的にかなっている

として提案されていたものであるが，ディレ

クターのギュスターヴ・メニャン（Gustave

Maignan）はこの講座の二つの開設方式をまず

説明する。その一つは３週間ほどの短期間に昼

間開設される集中的教育講座で（リールなどの

繊維産業地域に多い），その期間中は雇用主に

よって受講中の女性労働者に賃金が支払われる

方式である（当時パンアール，セーSayなどパ

リ１３区の事業所で実施されていた）。他方は１

年ないしそれ以上の期間に渡って週に１～２

度，夕方や土曜の午後に開設される漸進的教育

講座で，女性労働者ばかりでなく労働者の妻や

娘などをも対象とする方式である（この場合に

は無給）。そして，「費用があまりかからず万人

に向けられた」後者の方式で当面開設すること

が提案される。また，会場に関しては民間や公

共の既存施設を利用することや，最も成績の良

い生徒には償金を与えることなどが合意され

る２９）。

こうして，１９２７年１０月から家政教育の講座が

まず２つのセンターで開設される。その一つ

は，パリ近郊ルヴァロワの民間セツルメント・

ハウスである「社会福祉館RésidenceSociale」

（ジャンヌ・バッソー JeanneBassotによって

１８９８年に創設）で行われる週２回の講座であ

り，他の一つは学芸振興協会（Association

Philotechnique）の協賛を得てパリ近郊ピュト

ーの市立小学校で実施される週１回の講座であ

る。どちらも年４０回の講座（２年続くので総計

８０回）で，その内１６回が料理に，２４回が清掃・

裁縫・衛生に関する教育（前者は１回３時間，

後者は１回２時間）である。さらに同年１２月か

らは郊外のシュワジー・ル・ロワ３０）やビヤン

クールのみならずパリ１３区（２箇所），１４区，１９
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区の計６センターで講座が開設される３１）。そし

て，翌年にも新たなセンターが設立されていく

が，「全体として，工場か，あるいは学校や市役

所といった公共の場に設けられた講座は見事に

成功したが，逆に民間福祉施設œuvresprivées

に設けられた講座はほとんど全て失敗した。

［というのも］民間福祉施設の大部分は，是非

はともかく多くの家族によって政治的ないし宗

教的傾向があると疑われ，家族は子供たちをそ

こに送るのを嫌った［からである］…従って，

我々の意向は，民間の施設に頼るのを次第にや

めて，講座を我々自身で組織するよう努めるこ

とである」３２）と約１年後の管理委員会で総括さ

れる。

以上のような最初の試行錯誤もあり，CCRP

の家政教育講座は１９２７～１９２８年には１１のセンタ

ーで１３０名の最終的受講者に留まったが，翌年

には３０センターで３８０名の受講者，１９３０年に４２

センターで９４７名，３１年に５１センターで１,３１４

名，３２年は６８センターで１,９３７名となり３３），さら

に３３年に８１センターで２,５０５名，３４年には９８セ

ンターで３,２５０名と順調に発展していく３４）。そ

して，この講座の発足から１０年目の１９３６年に

は，１２８センター（教員８０人）で５,０００名の受講

者に達し（翌１９３７年には６,０００名３５），３８年は７,０００

名３６）），しかも１９３４年に創設された「家政術職

業適格証Certificatd’AptitudeProfessionnelle

d’ArtMénager」の資格試験のパリ受験者３６５名

中２４５名がCCRPの講座に属し，その８８％（２１５

名）が合格している３７）。かくして，CCRPはパ

リ地域における家政教育の拠点としての役割を

も担うようになるのである。

４職業指導サービス

ところで，CCRPの社会サービス部門は，

１９２７年以降このように飛躍的に拡充・拡大され

る中で，「未加入企業に対して同サービスの利

用を容易にするため」３８）１９３２年７月に法形式上

はCCRPと別個のアソシエーションとなり，

「金庫の社会サービスに係わる全てのものの管

理」３９）を引き受けることになる４０）。しかし，そ

れはあくまで日常的な管理業務であって，最終

的な決定権限（とりわけ財政上の権限４１）など）

は社会サービスに関してもCCRPの総会と管理

委員会に属していたように思われるし４２），総会

などでも以前と同様に「我々の社会サービス」

に関する報告がなされている。こうして，１９３７

年６月の総会では「我々の社会サービスの４部

門」として，これまで述べてきた①訪問看護

婦，②診療所，③家政教育に加えて，④職業指

導が掲げられている４３）。従って，現金給付以外

のCCRPの活動として，最後にこの「職業指導

サービスServiced’orientationprofessionnelle」

に言及せざるをえないであろう。

このサービスは，３２年法の実施とともに

CCRPへ加入する企業・事業所の増大が予想さ

れる中で，既述のような金庫による家族手当

（月額）の直接支払への移行などに伴う本部ス

タッフの大幅増員の必要性に応ずることが可

能で，また拡大された社会サービスの拠点と

して診療所などの付属施設をも有する本部が

新たに「社会福祉会館Maisonsociale」として

建設され４４），その建物内に１９３２年１１月に「心

理・オリエンテーション検査所Laboratoirede

psychologieetd’orientation」が開設されたこと

に始まる４５）。ここで「応用心理学」や「精神工

学」を適用して青少年の職業適性の判断や職業

選択のために必要な検査を実施し，職業指導を

「科学的に」行うことが目指されたのである。

こうして発足したCCRPの「職業指導オフィス
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Officed’orientationprofessionnelle」は，その家

族手当を受給している労働者家族や加入企業が

無料で利用できる民間の施設であるが，１９３４年

に民間ではセーヌで最初に「県技術教育委員会

Comité Départementalde l’Enseigement

techniqueによって認可され，また，その資格

で徒弟税から資金を得ている。…［その業務

は］社会的部分と技術的部分を含んでおり，社

会的資料は家族や学校の次元での情報および医

療カードによって供給される。この資料の収集

のために我々の［CCRP職業指導］部局は，オ

フィス，家族，学校，経営者の間の緊密で恒常

的な連携を作り上げているソーシャルワーカー

を利用する。彼女こそが社会的資料や就職斡

旋，［職業訓練］学校への登録などに係わる全

てのための対外的な奔走を担当している。他方

で，専門医が我々のオフィスに所属しており，

職業指導のための検査に先立って診察を受ける

ことが全ての志願者の義務となっている。技術

的部分は専門家によってなされる特別な［精神

工学的］検査からなる。…労働力をその適性や

可能性に応じて配分することによって，工場は

より大きな生産性とより良い社会的調和が確保

される」４６）と担当者のアンドレ・クールティア

ル女史は誇りを込めて記している。

こうして，子供たちが義務教育を終了し進路

を定めようとする時期になると，家族やソーシ

ャルワーカーは彼らをますますこのオフィスに

差し向け，また企業もその見習工養成学校の志

願者などの審査や選択のための援助を依頼する

ようになり，そこで検査を受けた児童数は１９３３

年の３２４名から翌年には６２６名に増大する４７）。さ

らに１９３６年に平均年齢１３～１４歳の青少年１,２８２

名がそこで検査を受け，翌年６月時点で５人の

女性進路指導員（orienteuses）がソーシャルワ

ーカーと日常的に連携しながらその業務を遂行

している４８）。そして，１９３８年５月２４日のデクレ

によって見習制度に入る前に職業指導のための

検査が義務化されると発展にますます拍車がか

けられ，CCRPのセンターで検査を受ける青少

年の数は戦争勃発前の最後の平年である１９３８年

には２,４３０名に達するであろう４９）。

５『家族雑誌』の無料配布

以上がCCRPの主要な社会サービスの概要で

あるが，これらに加えて，その独自な取り組み

ではないにしても見逃すことのできないのは，

労働者家族への『家族雑誌 LaRevuedela

Famille』の無料配布サービスである。この２４

頁（後に３２頁）建てグラビア小雑誌は，家族手

当中央委員会によって１９２８年４月から最初は月

刊で（後に月２回）発行されるが，それ以前に

は地方の補償金庫によって発行されていた少数

の雑誌５０）を別として「一見すると民主主義国

において信じがたく思われるが，フランスには

専ら労働者家族向けで，そのニーズに応える出

版物はほとんど存在しない」５１）という状況判

断５２）に基づいて創刊されたものである。そし

て，この雑誌も訪問看護婦の活動との連携が強

く意識されており，その編集長ポール・ルクレ

ルクが述べているように「家族の今日の危機

（婚姻・出生率・家族の絆・父権の危機）［に対

処するための］…連結と社会的プロパガンダの

新たな担い手として，［また］話し・助言し・

慰める訪問婦のあれほど有益な活動を支援し延

長することになる一種の無言の訪問婦 une

sortedeVisiteusemuetteとして『家族雑誌』を

活用しうる」５３）と考えられている。その発行部

数は１９２８年５月時点で１４万５,０００部（その内１２

万８,０００部が家族手当の受給家族向け）であ
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り５４），また１９３０年７月１日には通常版以外の農

村版，アルザス版，独仏２ヶ国語版をも含めて

１８万部（同１７万６,０００部）となり５５），さらに１９３５

年になると３０万部を超えるであろう５６）。

CCRPは，この雑誌を当初から「アプリオリ

には月額手当などの他の給付と異ならない一つ

の給付uneprestation」５７）と位置付け，原則とし

て全ての受給家族（１９２９年３月時点で７万

５,０００家族）に無料で配布する体制を整えてい

る。この７万５,０００部という数は，全国の受給

家族への配布数の半分近くにもなると考えら

れ，この面でもCCRPの比重の大きさが見て取

れるが，その費用は訪問看護婦サービスに次ぐ

ウェートを占めることになる。というのも（家

政教育と職業指導は，既述のように徒弟税から

資金が得られるので負担は低くなることに加え

て），家族手当全国委員会によって最初は雑誌

１部が年額５Fに設定されていたのが，急速に

６F，さらに８Fへと値上げされたからであ

る５８）。こうして，上掲の表５に示されているよ

うに，CCRPにとって家族雑誌の費用は，１９３１

年６月には賃金の０.０２％，１９３２年法が完全実施

される１９３８年初頭では０.０１２６％を占めている。

なお，この３８年初頭時点におけるCCRPへの

拠出率は平均して賃金の３％であり，その

９２.９％（賃金の２.７８７％）が月額手当などの現金

給付に支出されたのに対して，３.６％（賃金の

０.１０８％）が現物給付・社会サービスのために，

また３.５％（賃金の０.１０５％）が一般費用に支出

されている５９）。従って，前述のような多くの社

会サービスが，現金給付に比べて取るに足りな

い極めて低い費用で，しかも相当な高い効果を

もって実施されていることに注目しなければな

らないであろう。

４．社会保険と補償金庫

第一次大戦後のフランス経営者層は，これま

で分析してきたように，まずは現金給付として

の家族手当の支給を安定して確保するために

「経営者間での負担の自発的共済化の新たな形

態 une forme nouvelle de mutualisation

volontairedescharges」６０）である補償金庫を創

設することを通じて，さらに現金給付以外の多

様な社会サービスをも個別企業の枠を超えて大

規模に実施するようになる。かくして，労働者
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表５a CCRP諸費用の対賃金比率
（１９３１年６月）

賃金の％費用項目

０.１０％訪問看護婦

０.０２％家族雑誌

０.０１５％産着類

０.００７％出生・授乳手当

出所）CCRP,CommissiondeGestion,
Procès-VerbaldelaRéuniondu２４
Juin１９３１.

表５b CCRP社会サービスの比率（１９３８年初頭）

賃金の％対拠出比率費用項目

０.０７０５％２.３５％訪問看護婦

０.０１２６％０.４２％家族雑誌

０.０１０５％０.３５％家政教育

０.００６６％０.２２％産着類

０.００１５％０.０５％職業指導

０.００３３％０.１１％償却費

０.００３％０.１０％その他

０.１０８％３.６％計

出所）CCRP,Procès-Verbaldel’AssembléeGénérale
du１６Novembre１９３８より算出。



家族の「身体のニーズ」のみならず「心のニー

ズ」にも応える様々な「配慮」によって，経営

者は第一次大戦前とは質的に大きく異なったヘ

ゲモニーを労働者に対して行使することが可能

となったのは明らかである。そして，この点

は，これまでフランスの研究者によってもあま

り言及されてこなかったが，第一次大戦後にお

けるフランス労使関係の変容を分析する際に決

して見逃すことのできない要因の一つをなして

いると考えられる。

その上，経営者層は，家族手当の支給を義務

化する法の実施後に補償金庫が国家機関化する

ことを回避し，彼らの私的イニシャティブを確

保する決定的な手段としても社会サービス事業

を位置付けている。例えば，リシュモン会長

は，義務化法の政府案が１９２９年７月２５日に議会

に提出された数ヵ月後のCCRP総会で，この観

点から既に次のように述べている。つまり，

「我々は，明らかにこの私的イニシャティブが

国家的な成果より反論の余地なく優れている場

合にしか法の中で私的イニシャティブの特典を

擁護することを期待しえない。もし我々の家族

手当諸金庫が，それらの実行力の精髄 leur

espritréalisateurを喪失し，将来の法の単なる

実施機関に転化し，法定最低限のこと以外は何

もしようとしないなら，とりわけ，義務とはな

らないであろう我々の社会事業を継続しないな

ら，要するに行政機関とほとんど異ならないな

らば，我々の金庫は急速に国家によって吸収さ

れてしまう危険が大いにある」６１）と。そして，

彼は法制定後の１９３４年６月の総会において，労

働省の労働局長も同年の家族手当全国大会で

「家族手当法［の実施］が私的イニシャティブ

に委ねられたとするならば，それは大部分その

社会事業のためであった。もし，お金を徴収

し，それを支出することのみが問題だったなら

ば，国家がこの任務を単独で十分上手に履行し

たであろう」６２）と述べたことを強調している。

１補償金庫とその社会サービスに対する労働組

合の態度

以上のような補償金庫とその社会サービス事

業に対して，労働組合運動の側はどのような態

度を取ったのであろうか。第一次大戦後に創設

されたキリスト教系のCFTC（当初から家族手

当の支給を「付加賃金sursalaire」として要求し

ていた）を別にして，戦前からのナショナルセ

ンターであるCGTと１９２１年にそこから分裂し

て結成された革命派のCGTUが両者とも，そも

そも家族手当が既述のように戦中の物価高手当

の基本給への組み入れや全般的賃上げを回避す

る手段として導入されたことからして，当初そ

れに対して否定的であったのは何ら不思議では

ない。しかし，１９２６年頃になると改良派の

CGTは，補償金庫を通じて支給される家族手

当の二つのメリット，つまり金庫を通じた負担

の均等化メカニズムによって，第一に手当が個

別企業のみで支給された場合に，よりコストの

かかる子持ちの労働者が不況の時に解雇や不採

用の対象となるのを防ぐことが可能となり，第

二に個別の雇用主への労働者の従属性が軽減さ

れるというメリットを承認するようになる６３）。

またCGTUのセーヌ県連と第２０地域連合（ロワ

レ，セーヌ・エ・マルヌ，ワーズ，セーヌ・エ・

ワーズ，セーヌの各県からなる地域）の書記で

あるロジェ・ガヤール（RogerGaillard）は，

１９２６年１１月１４日に開催されたセーヌ県金属労働

者の第４回「工場大会CongrèsdesUsines」

（２１５工場から５４４名の代議員が参加）における

「際立った注目l’attentionmarquéeを引いた」
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発言の中で家族手当に関して，「それが各工場

の雇用主の手中に置かれるのではなく，経営者

拠出により，しかもその管理に労働者が参加す

るであろう自治的金庫caissesautonomesの形

態のもとで管理されなければならないであろ

う」６４）と述べ，手当それ自体の廃止ではなく金

庫管理形態の変革の必要性を主張している。加

えて，１９２４年４月８日に下院を通過していたフ

ランスで最初の包括的社会保険（疾病・出産・

死亡・老齢・廃疾）法案が上院での審議・修正

を経て可決される見通しが強くなる１９２７年半ば

頃６５）になると，労働組合のリーダーの中には，

この社会保険法が実施されれば「経営者がその

負担に耐えられず家族手当を放棄し，補償金庫

を見捨てるであろう［から］…その時には経営

者の怠慢を法的に確認し，家族手当を国有化す

る法案が提出され，［その手当は］もちろん相

変わらず経営者の費用で賄われるが彼らのコン

トロールの付かない」６６）ものとなることを期待

し，それを公然と表明するミリタンも現れてい

る６７）。

さらに，前述のように経営者層が補償金庫と

その多様な社会サービスを介して労働者に新た

なヘゲモニーを行使していることに対して，労

働組合側が全く無自覚であったわけでは決して

ない。この点に関しては，とりわけ，１９３２年法

制定後の１９３５年９月に開催されたCGTパリ大

会におけるローヌ県連書記のマリウス・ヴィヴ

ィエ＝メルル（MariusVivier-Merle）の次の発

言は特筆に値する。彼はまず経営者層のこの新

たな活動に対して組合代議員の注意を促し，

「それは，産業の労働者集団をより長期にわた

って支配しうる［ような仕方で］…最近まで本

質的に経営者的な思想の成果である家族手当を

実施することから経営界が引き出した利益を保

持するための並外れた努力uneffortformidable

である。従って，そこにこそ我々が果たすべき

使命がある。その使命とは，左翼の自治体であ

ることを表明している全ての我々の自治体に対

して，ヴァカンスや児童の非行防止の諸制度を

我々の賛助と協力を得て創設すべきであると勧

告することであり，それらの制度は我々の子供

たちが何らかの大司教や経営者のような人の指

揮lahouletteによって保護されるのを見て我々

が恥らう必要がもはやないようにするであろ

う。こうした努力の必要性こそを大会は主張し

なければならない。この努力は重大な結果や影

響を孕んでおり，巨大な解放的価値を有してい

る。というのも，往々にして最も危険なのは諸

君に最も重要でないように見えるもの，つま

り，我々の労働者家庭内部への家族手当の波の

浸入であり，…これこれの問題について諸君の

心情をさも優しそうに尋ねにくる人々の侵入で

あるが，これら全てが我々の組合活動を妨げて

いる。過去［のやり方］を克服し，それと手を

切るために，『労働』金庫連盟において我々が

自ら提示した道に進まねばならない」６８）と締め

くくりながら，彼は社会保険（１９３０年７月１日

から実施）の金庫としてCGTが設立した「“労

働”金庫Caisses«LeTravail»」とその連盟の活

動方針を通じて経営者の新たなヘゲモニーに対

抗する展望を示しているのである６９）。

⑵社会保険と補償金庫

以上のように，第一次大戦後のフランスにお

いて社会保険（設立と選択の自由を有するその

金庫）と家族手当（補償金庫）の問題は，一貫

して相互に密接な関係を保ちながら労使間の主

要な争点を成していることを最後に指摘しなけ

ればならない。まず，社会保険に関する最初の
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政府案（１９２１年３月提出）以前に，１９１９年には

疾病・廃疾保険に関するエルネスト・レロール

（ErnestLairolle）の法案が，また１９２０年２月３

日に疾病・早期廃疾などに関するエドゥアー

ル・グランダ（ÉdouardGrinda）等の法案が提

出された７０）のに続いて，早くも同年２月２４日

に左翼共和派のモーリス・ボカノフスキー

（MauriceBokanowski）等によって議会事務局

に提出された家族手当の義務化法案を巡る労

使の攻防に注目する必要があろう。このボカ

ノフスキー案は，その趣旨説明（l’exposédes

motifs）において，出産奨励主義的観点から第

一次大戦による約１４０万人の死者を数えたフラ

ンスの出生率を即刻引き上げる必要性のみなら

ず，家族手当を支給している雇用主を非支給雇

用主との不当競争から保護する必要性をも掲げ

ており，内容の骨子としては年１５０日・１日５

時間以上の労働を行う従業員を雇用する全ての

人に補償金庫への加入と支払賃金の最低５％の

拠出を義務化するという法案である７１）。当時の

経営者にとって，提案されている社会保険の保

険料に付加されるこの最低５％の拠出はあまり

にも高すぎる率７２）である上に，国家の介入に

よる義務化は私的イニシャティブによる自発性

を基軸とするフランスの経営者諸制度の基本性

格に反しており，とうてい受け入れられるもの

ではなかった。従って，この法案の提出によっ

て高まった経営者の危機感が自発的な補償金庫

の設立とそれへの加入促進の運動に少なからぬ

インパクトを与えたことは明確である。例え

ば，その提出直後に設立されたCCRPにおいて

も，リシュモン会長は１９２０年１０月の管理委員会

で「ボカノフスキー議員の法案提出が本補償金

庫を設立し，国家介入の前にその機能を確実に

するという我々の抱いていた執念の正しさを十

分に証明している」７３）と述べている。

だが他方で，「労働者側では，ボカノフスキ

ー法案は，それが議会に提出された当時におい

て，ほんの少し前に提出されたばかりの社会保

険法案に対する有害な競合相手となる危険があ

ると見られていた」７４）ものである。それ故，ボ

カノフスキー法案の検討を託された下院の社会

保険委員会（Commissiond’Assuranceetde

PrévoyanceSociales）が１９２１年３月５日に義務

化法案への賛成を表明しつつも，他方でその商

業と農業への適用延期と関係者への諮問・合意

形成の必要性を勧告したため，この問題が労使

の全国代表から構成される諮問機関である「労

働上級評議会ConseilSupérieurduTravail」で

１９２１年１１月に吟味された際に，「組合側代表は，

［家族］手当の費用が結局のところ労働者に転

嫁されることを恐れながら，やはり手当［義務

化法案］を社会保険立法というより中心的な問

題から注意をそらす［虞のある］周辺的な問題

とみなしたのであり…労使の代表は法律による

義務化に関する審議を社会保険［法案］が議論

に付されるまで延期することに合意した」７５）の

である。こうして，ボカノフスキー法案は労使

双方の支持を得られず葬りさられる。ただし，

既述のように１８９９年のミルラン政令以来，主と

して行政指導で家族手当の支給を余儀なくされ

てきた公共事業の経営者のみは競争条件（労働

コスト）の平等を達成するために法による明確

な義務化を求め，当面は１９２２年１２月１９日法だけ

が成立したわけである。

以上のような歴史的経過の中で，公共事業以

外の民間産業では経営者層による自主的な補償

金庫の設立が進展していくが，フランスで初め

て疾病保険を含んだ社会保険法案が前述のよう

に１９２４年４月８日に下院を通過する頃からフラ
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ンスの経営者層は，その疾病保険をも補償金庫

の一つの活動部門として先取り的に制度化し，

強制保険を回避しようと努力していることに注

目しなければならない。とりわけ，ルーベ・ツ

ールコワン（Roubaix-Tourcoing）の繊維産業

コンソーシアムの金庫は，この１９２４年から疾

病手当サービスを開始し，１１万３,０００人の直接

被保険者を擁し，治療費の５０％，外科費用の

１０％，薬剤費の１５％，病気休暇中の賃金の２５％

を支給している７６）。さらにワーズ県のボーベ

（Beauvais），メーヌ・エ・ロワール県のショレ

（Cholet），リールやリヨンの金庫も１９２５年の半

ばまでには同様の疾病給付を開始しているが，

同年７月のCCRP総会でリシュモン会長は，そ

の動きについて次のように述べている。つま

り，「今まで雇主層は疾病保険と老齢保険の費

用と責任を部分的にさえ引き受けることを拒否

してきた。［というのも，］労働災害や家族経費

のように使用者とか共同社会collectivitéに対し

てなされた役務の中に起源を見出せないリスク

に関して，雇用主は少しも責任がないと正当に

も考えていた［からである］。…しかしながら，

介入主義的な潮流が議会で際立ってきた。…こ

うして，法案が最近の下院において満場一致で

可決され，現在は上院に上程されているが，上

院はそれを間もなく成立させることを望んでい

るように思える。この案は非常に野心的で，老

齢と疾病によって提起される諸問題を完全かつ

最終的に解決することを意図している。…［し

かし］最も具合の悪いこの時期に未知への飛躍

を避けるために，より慎ましい達成を考え，と

りわけ慎重かつ段階的にのみ前進する方が好ま

しかった。このような状況において，主として

地方の幾らかの経営者たちは，雇主層が法に先

行しなければならないと考えた。…その上，こ

の運動の主唱者たちは段階的に着手し，当面は

老齢・廃疾保険を脇に置く必要があると判断し

て，疾病保険のみが考慮されている。かくして，

我々は，補償金庫に付属する疾病保険経営者諸

金庫CaissesPatronalesd’Assurances-maladie,

connexesauxCaissesdeCompensationの出現

を目の当たりにした」７７）のであると。こうした

状況の中で，当然CCRPも方針を定めることが

求められており，リシュモン会長は同総会で続

けて，「地方での達成の精神的効果は，もしパ

リが［その運動から］遠ざかったままなら著し

く減退するであろうと人は我々に語った。家族

手当中央委員会のディレクターは，地方でのか

なりの成果が我々の側の積極的な態度にかかっ

ているとさえ我々に知らせてきた」と述べてい

る７８）。

このように注目されていた CCRPは，少し

遅れて１９２６年１月から疾病保険（Assurance-

Maladie）をも制度化する。この遅れは，「問題

の例外的な重要性に鑑み，また最大限の保証で

守られた後にのみ一方ないし他方の方針に従っ

て態度を表明することを望んで」７９），その決定

に至るまでにかなり慎重な手続きを踏んだこと

に由来する。まず，社会保険法案が下院を通過

した約半年後の１９２４年１０月の管理委員会でリシ

ュモン会長は，「控えめではあったが，我々が

得た最初の行政介入l’intrusionadministrative

の例」である１９２２年法の影響について，「我々

の金庫の２０分の１しか占めていない“公共事

業”支部がそれだけで，お役所仕事の無駄な書

類のために，他の全ての支部を合計したのとほ

とんど同じくらいの業務を費やさせている」と

総括しながら，より一般的に「国家介入が我々

に支払わせる対価および社会的領域における

我々の独立性の喪失は，我々にとって第一級の
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重要性を有する［介入反対の］論拠であるが，

それについて今日の立法者はほとんど全く気に

留めていない」のだから，「我々を擁護するに

は二つの方法しかない」と主張する。つまり，

「第一の方法は，諸金庫が非常に発展して経営

者のほとんど全員を我々の方に連れて来るだろ

うと正当にも期待しうることを示し，そこから

国家介入の無益性を明らかにすることである。

…第二は，我々が社会的領域において，国家で

はその実現を確実に遂行しえないサービスを果

たしているのを示すことであり，そこから我々

の関連サービスを発展させる必要性が生ず

る」８０）のであると。こうして，自主的な家族手

当金庫の量的拡大によってほぼ全ての経営者を

包摂することと並んで，その質的拡大として家

族手当以外の社会的給付やサービス，とりわけ

疾病手当の給付が，CGTやCFTCなどによって

その可決が切望されている社会保険法案８１）へ

の対抗上，最優先の課題となるのである。そし

て，次回１９２５年３月１２日の管理委員会の前に疾

病保険に関する研究資料がそのメンバーに配布

され，当日それが議題として初めて登場する。

そこには家族手当中央委員会のディレクターで

あるジョルジュ・ボンヴォワザン（Georges

Bonvoisin）も参加し，「問題の例外的重要性の

ために，総会前に再び管理委員会を開催するこ

とが決定される」８２）。しかも，２週間後のこの

管理委員会では，「会長の提案に基づいて，い

まだ最終的決定を下さないことが決まり，［さ

らに］この重要な問題についての意見交換に着

手するために幾人かの主要な加入者を会長が招

集する」８３）ことになる。

かくして，１９２５年４月の７日と２８日，２９日の

３回に分けて，CCRPは主要加盟企業の代表を

招集し疾病保険に関する会議を開催するのであ

る。４月７日の会議には２２以上の最も大きな企

業が参加し，そこでルノーの代表は原則的には

賛成するにしても不況の折に新たな負担増を避

けるべきだと主張し，同じ自動車産業のパンア

ール・エ・ルヴァソール（１９６５年にシトロエン

に吸収）の代表などもこれを支持する。しか

し，既に企業レベルで疾病手当サービスを実施

しているところもあり，これらの企業や不況に

晒されていない産業から段階的に制度化すると

いう意見が食品や化学の代表などから多く出さ

れる。また４月２８日には３７以上の企業の代表が

参加し，不況や不正受給の可能性を理由とした

疾病保険への反対意見も１人から出されるにし

ても，参加者のほぼ全員がその何らかの即時実

現に賛成の様子が示される。この日には，企業

毎の共済や救済金庫などの既存組織と疾病保険

の関係がどうなるのかという質問も出され，リ

シュモン会長は，それらの組織を尊重・奨励す

るばかりでなく，同様な新組織の創設を促進す

るような規則案を検討中であると返答してい

る。さらに翌２９日には３０以上の企業の代表が出

席し，既に実施中の制度についての説明がなさ

れ（共済への労働者加入が義務化されている企

業も存在する），疾病給付の費用が賃金の１％

を超えなければ疾病手当を即座に実現すべしと

いう見解も提示される。全体として，この日も

即時の実現に賛成の意見が表明される８４）。そし

て，これらの会議の結果を踏まえ，１９２５年６月

２２日の管理委員会では疾病金庫を創設するとい

う原則的方針が出されるが，しかし，その「原

則問題について前もって全員の合意を得る努力

をすることが望ましい［し］…実施料金，医療

手当の原則，とりわけ共済組合との関係など多

くの問題がより徹底的な検討を要する」８５）ため

に，次回の総会では詳細案はまだ提示しないこ
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とが合意される。

以上の経過を経て，前述の１９２５年７月７日の

総会が開催され，そこでリシュモン会長は，３

回の会議で出された意見などを考慮した疾病保

険案が管理委員会によって今後提示されるにし

ても，「当該問題の検討継続を我々に認めるこ

とを諸君に求めるが，事態を急がせないようお

願いする」と述べ，拙速主義への警告さえ発し

ている。そして，加入企業で既に実施されてい

る疾病関係の給付に関するCCRPの調査への熱

心な協力に感謝しつつ，彼は「しばしば非常に

大きな補助金を得ている企業共済ないし救済金

庫 Mutuellesd’EntreprisesouCaissesde

Secoursが我々の想像した以上に遥かに多く…

これらの成果の数と大きさに我々さえも驚いた

にしても，不幸にもあまりにも知られなさ過ぎ

ており，我々の諸努力はそれらが孤立している

場合には，どれほど議会に知られないままにな

っているか諸君は考えてみるべきである。雇主

層の社会事業は，全ての領域においてそれらの

完全な効率性を獲得するためには集団的でなけ

ればならない」８６）と発言し，個別企業の枠を超

えた社会サービス実現の重要性を強調してい

る。さらに，この総会には，フランス各地を巡

回して１７０の地方金庫と疾病保険の問題を協議

した家族手当中央委員会ディレクター（ジョル

ジュ・ボンヴォワザン）も出席しており，彼が

疾病保険に関する経営者運動の現状について報

告し，特にルーベ・ツールコワンの金庫では病

気の１１日目以降から最大９０間にわたって支給さ

れる疾病手当と幾つかの医療・外科手術費など

の給付のために必要とされる経営者拠出は賃金

の０.３０％を超えていないと語り，前述のように

１％未満を望むCCRP加入企業を安心させてい

る８７）。

このように慎重な準備を整えて，この総会か

ら４ヶ月後の管理委員会で初めて「１９２６年１月

１日から実施される疾病金庫規則案」が承認さ

れるが，そこでもリシュモン会長は，まず「社

会保険法案の現状を説明し，経営者の成果の必

要性は数ヶ月来，強まるばかりであると述べ，

こうした状況なので…疾病金庫規則案を採択す

るための総会を開催することを提案する」８８）の

である。１９２５年１１月２７日に開催されるこの総会

は，疾病保険の問題について最終的態度を決定

するための臨時総会であるが，その当日にも総

会開催の直前に管理委員会が招集され，二つの

重要な問題が議論されている。その一つは，通

常の共済組合に加入している被保険者８９）に対

して支払われる疾病日手当に関する問題であ

り，その手当が前回１１月１０日の管理委員会で承

認された疾病金庫規則案では工場共済加入者の

場合（手当額はいかなる共済にも未加入の被保

険者と同様に男性４F，女性３F）の２倍と規定

されていたのに対して，これでは前者を優遇し

すぎるという批判が出され，２倍ではなく男性

６F，女性５Fにするよう総会で提案すること

に決定される。二番目は，妻と子供への疾病保

険の拡大適用という重要問題であり，これは実

施上の困難性が指摘され，今後より検討を深め

る必要があることから総会では触れないことに

決定される９０）。

さて，この管理委員会の直後に開催された臨

時総会では，リシュモン会長が冒頭で次のよう

に述べている。つまり，「数ヶ月以来，経営者

の成果実現の好機は増大するばかりである。

我々はいわゆる社会的進歩の敵ではないが，他

方で［社会保険の］非常に重い負担が我々にま

さに予告されている時に，その進歩のための重

い経費を背負い込むことになる我々としては，
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計画中の成果が慎重で，段階的であり，かつ高

い効率性を持つことを望んでいるのを示すため

に，疾病保険の道に進まねばならない。もし

我々がこの道に進まないならば，社会保険法が

我々抜きで，つまり我々に抗して可決されるで

あろう。その上，一つの法律の中で最も恐れる

べきものは往々にしてその法自体ではなく，そ

の行政上の解釈である。もし我々が法実施の諸

条件を明確にする公行政規則が落ち着いて検討

されることを欲するならば，我々は労働者階級

に有効かつ即刻の充足を与えなければならな

い。それこそが性急な，従って保証のない即興

性uneimprovisationhâtiveetpartantsans

garantieを防ぐ唯一の手段である」９１）と。ここ

には，上院に上程中の法案のように一つ一つの

段階を踏むことなく包括的社会保険を一挙に実

現させようとするのは「性急な，従って保証の

ない即興性」に陥る危険に満ちており，経営者

はそれを防ぐために先回りして自主的な疾病保

険をまず実施し，「労働者階級に有効かつ即刻

の充足を与え」ることによって初めて社会保険

法案を阻止ないし修正させることができる

し９２），たとえ法律が成立したとしても，その公

行政規則（RAP）の策定や実際の運営に対して

ヘゲモニーを行使することができる（また行使

しなければならない）という経営者戦略が語ら

れていると考えられる。こうした戦略の主要な

根拠の一つは，下院を通過した社会保険法案に

おいても金庫設立・選択の自由が掲げられてお

り，既存の共済組合の金庫ばかりでなく経営者

によって設立される疾病などの金庫も社会保険

の金庫となりうることである９３）。かくして，経

営者によって設立されたり，あるいは補助金を

与えられている「工場・企業共済」や「救済金

庫」が重要性を持ってくるわけであり，また既

存の共済組合との関係を強化することも不可欠

となるが，それらの課題を法の成立前から自主

的な疾病保険の制度化を通じてこそ達成するこ

とができるという展望が示されているのであ

る。

こうした展望の下に，この臨時総会でようや

くCCRPの「疾病保険金庫規則Règlementde

laCaisseAssurance-Maladie」が採択される。

とりわけ本規則の第１条では，疾病保険金庫が

CCRPの疾病手当（allocations-maladie）セクシ

ョンとして創設され，「既に家族手当サービス

に加入している使用者のみが彼らの従業員をこ

のセクションに登録することを許されるが，そ

れは彼らの義務ではない」９４）と規定されてお

り，疾病保険へ従業員を加入させるかどうかは

個々の使用者の判断に任されていること（強制

的社会保険に抗して任意制の採用）に注目する

必要がある９５）。第２条の受給者に関する規定で

は，フランス国籍の労働者（salariés）は本セク

ションに加入している一つないし複数の企業・

事業所の従業員名簿に中断なく９０日以上登録さ

れている場合に疾病手当（第６条で，病気の９

日目から最大で９０日の間，男性は１日４F，女

性は３Fで業務中断に先立つ３ヶ月間の平均日

賃金の２５％以内，通常の共済組合員の場合は男

性６F，女性５Fで賃金の５０％以内と規定）を受

給しうるが，外国人の場合は加えて次の５条件

の少なくとも一つを充たさなければならない。

それらは，①帰化申請の提出，②フランスに連

続して５年以上の滞在，③最終的にフランス人

となった生存中の児童の父ないし母，④フラン

ス人女性と結婚し，彼女が存命で自らの被扶養

者となっている男性，⑤外国人との婚姻の結

果，フランス国籍を喪失した女性である。第３

条では疾病給付の対象となる病気が規定され，
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それは労災保険の対象とはならず，また妊娠・

出産に起因しない全面的労働不能をもたらす病

気であるが，「放蕩，不節制あるいは暴力沙汰

や乱闘による負傷に由来する労働不能，ならび

に金庫の疾病サービスに登録する以前に罹った

病気の後遺症は疾病手当の享受から排除され

る」のである。第４条の診断書提出に関する規

定では，金庫によって個人的に認可された医者

ないし認可医師組合に属する医者の診断書を労

働者は病気で業務中断後の５日以内に雇用主に

提出しなければならず，それを越えた場合には

「疾病手当に対するあらゆる権利を喪失する」

という厳しいルールが採用されている。

また，既述のように社会保険法案との関連で

重要な位置を占めている共済組合に関して，こ

の疾病金庫規則は前述した二つの種類の共済を

正確に規定し，一方は普通組合員の５分の４以

上がCCRPの疾病サービスに登録されている共

済（工場・事業所・企業共済）と他方は５分の

４未満しか登録されていない共済（通常の共

済）とに区分している。そして，後者の共済組

合は，CCRPと協定を締結することによって，

その普通組合員の中でCCRP疾病サービス加入

事業所に属するメンバーに対して金庫が直接支

給する疾病手当を受給させることができる（第

７条）。この場合には，非共済組合員へ金庫に

よって直接支給される疾病日手当と同様に補償

の対象となる（第１０条）。他方，前者の事業所

共済は，その事業所に属する共済組合員のそれ

ぞれに対する補助金（原則として男性組合員に

は１人年額３６F，女性組合員には１人年額３０F）

を加入事業所から受け取ることができるが（第

９条）９６），これらの補助金は通常CCRPを介し

た補償の対象とはならない（第１１条）。さらに，

第１・２条の条件を充たす女性労働者について

は，上記の疾病給付に加えてCCRPの費用で母

子共済組合（MutualitéMaternelle）への自動加

入がなされることを第８条は規定している。

この母子共済は，既述の１９１３年６月１７日法

（ストロース法）で「フランス国籍を有し，生活

資源に欠けるprivéederessources」女性労働

者に対して有給の産休が保障される２０年以上前

の１８９２年２月２４日にフェリクス・プッシノー

（FélixPoussineau）によって創設されたフラン

ス最初の「パリ母子共済組合」であるが，当初

は年６Fの拠出（１８９５年に３Fに減額）によっ

て加入女性労働者が出産後の４週間は働かない

ことを条件として９７），週１２F（４週で４８F）の産

休手当９８）と母乳で育てる場合に１０Fの授乳手

当を受給する共済組織であった。しかし，その

活動はこうした現金給付だけにとどまらず，産

着や揺りかごの提供，無料診療所や診察室での

母子検診，訪問婦サービスなどの現物給付にも

拡大され，１９１２年にはセーヌ県全体に及ぶ７２箇

所の診察室を擁し，とりわけ乳幼児死亡率の低

下に貢献している９９）。こうした現物給付の多く

は第一次大戦後には補償金庫の社会サービス事

業と重なっているが，補償金庫には出生・授乳

手当は存在するにしても産休手当は欠如してお

り，また前述のように第３条でCCRPの疾病手

当サービスから妊娠・出産に起因する労働不能

は（疾病に属さないと解され）排除されている

から，CCRPはパリ母子共済への自動加入

（１９２６年には１人年５Fの拠出を金庫が負担）

によって給料による制限なく全ての女性労働者

に主として産休手当が支給される仕組みを構築

しているのである。

労働者拠出の全くない，以上のような内容の

疾病保険が１９２６年１月から実施され，同月１１日

にはCCRPとセーヌ県医師組合（Syndicatdes
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MédecinsdelaSeine）との協定が発効してい

る。この協定では，第４条で「パリに居住する

患者は，セーヌ県医師組合メンバーの中から自

らの医師を選択する自由を有する」１００）と規定

され，第５条で同医師組合に属さない工場医師

の選択も例外的に認めているが，それは「工場

によるこの医師の任命が本協定の署名以前であ

った」場合に限定されている。また，診察や手

術の費用については患者が医者に通常の料金を

直接支払い（第７条），とりわけCCRPの疾病

金庫規則に従って補助金を得ている共済の組合

員の場合には疾病日手当の支給ならびに「治

療・外科手術・薬剤の費用の部分的償還」（第

２条・第２項）が共済によってなされる１０１）。

さらに同時期にCCRPは，「セーヌ県共済組合

連盟FédérationMutualistedelaSeine」との間

にも協定を締結し，その第２条では，両者から

それぞれ４名の代表から構成される共同委員会

（ComitéCommundelaMutualitéetdes

employeursdelaSeine）の結成が掲げられ，こ

の委員会によって「諸工場共済に共通し，事業

所を変更する場合に起こり得る一つの共済から

他の共済への普通組合員の移行を保障するため

の規則」（第４条）の検討などを行う体制を整

えていく１０２）。

ところで，このようにしてCCRPの疾病保険

制度が機能し始めると，一つの重要な問題が直

ちに提起される。それは児童や妻への疾病保険

拡大適用の問題である１０３）。まず１９２６年３月の

管理委員会で児童への拡大適用が提起される

が，それは不正行為を防ぐことが難しく費用が

どれほどかかるか不確かであるので，「その代

わりに［リシュモン］会長は，（女性労働者のみ

に限定せずに）全ての女性，労働者の妻さえも

金庫の費用で母子共済に加入させ，それを通じ

て彼女たちが無料の診察を受けれるようにする

ことを総会に求める提案をする」１０４）。この提案

が管理委員会で承認され，１ヶ月後の総会で

「児童のための真の疾病保険を実現するために，

女性労働者・職員であれ，労働者・職員の妻で

あれ，その希望を表明する全ての母親を金庫の

費用でパリ母子共済に加入させ，保険をかけ

る」１０５）ことが可決される。こうして，１９２８年の

家族手当全国大会で，CCRP社会サービス部門

の女性ディレクターであるマドレーヌ・アルド

ゥアンは，「乳幼児の健康状態はパリ母子共済

と我々との協定から利益を得たのであり，その

共済メンバーの中に我々の７万５,０００家族の母

親が登録された」１０６）と報告している。従って，

リシュモン会長の予想に反して，この時期にお

けるCCRP家族手当の受給家族（既述のように

１９２９年３月頃で７万５,０００）のほぼ全てがパリ

母子共済に加入したことになるであろう。

とはいえ，このような母子共済への大量加入

を別として，CCRPの疾病金庫自体への加入

は，１９２６年４月１日時点で１４０企業（同年３月

２３日時点のCCRP家族手当加入１,６７６企業１０７）の

８.３５％）の約５万人の労働者にしかすぎず１０８），

その後の加入も極めて緩慢にとどまっている。

かくして，同年１０月の管理委員会で「疾病サー

ビスの実施はかなり大きな困難に遭遇せずには

いなかった」１０９）と報告され，その問題点と対策

が検討される。そして，発足後１年も経過して

いない同年１１月２２日に疾病サービス参加企業の

総会が急遽開催され，そこでリシュモン会長は

次のように述べる。つまり，「本サービスの発

展は継続しているが，しかし我々の考えではあ

まりにも緩慢な速さでしかない。というのも，

現時点で家族手当サービスの加入企業に結集し

ている３０万人の労働者に対して，その［疾病サ
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ービス］加入企業は５万人強の労働者を表して

いるにすぎない」１１０）と。この加入労働者の少

なさは，労働者側の意思に由来するというより

も，既述のように「疾病金庫規則」第１条で疾

病サービスへの加入が使用者側の自由裁量に委

ねられたことに根本的な原因があると考えられ

るが，リシュモン会長はこの点については全く

言及することなく，ただ「我々の規則…それが

あまりにも形式を重視し，あまりに厳格すぎた

tropformalisteettropstrictからである。…

我々の費用見積が越えられないように，予想し

うるあらゆる不正行為に対する厳しい防御策を

講じた［が］…それらの防御策は多くの場合に

［登録申請を］妨げるものであった」１１１）として，

以下の３点にわたる規則の緩和を提案し，それ

が採択されるのである。

第１に，規則の第５条で労働者の疾病サービ

スへの登録が規定されているが，この「あらか

じめの登録inscriptionpréalable」を雇用主では

なく労働者が登録申請書に署名して自ら行うと

いうこれまでの手続が廃止される。というの

も，この手続の煩雑さのために，「それぞれの

労働者に対して個別に請求して，全員ないしほ

ぼ全員に申請書の署名をさせるに至った若干の

企業を別として，大多数の企業は多かれ少なか

れ大規模な申請の目減り，多くの場合に３０％な

いし４０％，さらにそれ以上の目減りを示してい

る」１１２）からである。こうした個別の申請手続

が雇用主による従業員の登録に変更されるが，

ただし規則の第１条に「従業員への疾病手当の

支給は，本規則およびそれを補足するために与

えられうる指示の厳密な遵守に依存する」とい

う文言が付加されることになる。

第２に，病気になった労働者は認可医の診断

書を業務中断後５日以内に提出しなければなら

ないという第４条の厳しい規定が１５日以内の提

出に緩和され，また，小さな病気は手当の対象

にしないという趣旨から病気の９日目からしか

支給されなかった疾病手当（第６条）が７日目

からの支給に変更され，しかも病気の開始日は

これまでのように認可医による診断書の作成日

ではなく，労働者が自らの病気を雇用主に届け

出た日に訂正される。これらの修正は，労働者

が最初は重症だとは考えず（休めばすぐ治ると

思ったり，掛り付けの医者に診てもらったりし

て）業務中断後５日を過ぎてから認可医の診察

をうけ診断書を提出したことで「権利を喪失す

る」ケースや，とりわけ，もし最初から掛り付

けの医者ではなく認可医に診てもらっても後者

の方がしばしば診療費が高い（というのも，そ

の維持や引き上げが医師組合の目的の一つだか

ら）上に，８日以内に病気が治れば何の手当も

もらえないことが頻繁に生じており，それらが

疾病サービスへの登録申請を労働者に躊躇させ

る要因ともなっていたことから余儀なくされた

ものである。こうした修正によって，労働者が

最初は掛り付けの医者に診てもらい，病気が６

日を越えて続く場合に初めて認可医の診察をう

け診断書を提出すれば，最初は安い診療費で済

む上に確実に疾病手当を受給できるようにな

る。さらに，医者との協定についても，これま

でのようにセーヌ県医師組合に独占権を与える

代わりに，この組合に属さない全ての医師集団

をも包括するような協定を締結し，認可医を拡

大するという方針が総会で出される１１３）。

第３に，これまで非共済組合員に対して男性

４F，女性３F，共済組合員に対しては男性６F，

女性５Fで「多くの場合に賃金の１０％未満に相

当する金額」１１４）でしかないと労働者に思われ

ていたCCRPの疾病日手当は，少なくとも「地
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方の金庫によって実施されている金額に比べて

あまりにも貧弱のように思える」１１５）ので，前者

の場合に男性５F，女性４F，後者の場合には男

性７.５０F，女性６Fに引き上げられる。

その上，リシュモン会長は，これまでの疾病

サービスの費用は賃金の０.１０％以下であるの

で，以上のような新たな措置による費用の上昇

も許容範囲にとどまるだろうという予想を示し

て総会参加者の財政的不安を解消する努力をす

る一方で，以前は補償金庫との接触を拒否し，

二つのCGTとの交渉を進めさえしていた共済

組合との関係が改善し，「パリで今や我々はセ

ーヌ県共済組合連盟とむつまじく調和してい

る」１１６）ことを強調している。

しかしながら，CCRP（さらには他の補償金

庫）がこのように疾病保険サービスや共済組合

との関係を改善したにしても，包括的な強制社

会保険法を求めるフランス社会の全般的動向を

阻止するほどの力は結局のところ既に失われて

いたのである（時既に遅し！）。こうして，翌

１９２７年６月のCCRP総会でリシュモン会長自身

が，「諸君の中で［社会保険］法は可決されない

だろうとか，あるいは可決されても，その大筋

において実施されないだろうと未だ思っている

人たちの錯覚は計り知れないともう一度─しか

も厳かに─叫ぶことが我々の厳格な義務であ

る」１１７）と述べざるをえなくなる。そして，１９２８

年３月１４日にフランスで最初の包括的社会保険

法（上院案）が下院で賛成４６６票，反対２票１１８）

で可決され（１９２８年４月５日法），次いで１９３０

年４月２６日にその修正法が最終的に可決（上院

では賛成２７３票，反対１５票，下院では賛成５５０

票，反対２０票）１１９）される（１９３０年４月３０日法）。

５．おわりに代えて

１８８０年代のドイツで初めて法制化され，それ

以降に各国で導入されていった社会保険が私的

保険と異なる本質的な点は，その「強制加入」

の原則にあると考えられる。最初はどの国でも

社会保険への強制加入は（しばしば一定賃金以

下の）労働者層に限定されていたとはいえ，こ

の原則の承認・導入は大革命以来の「自由主

義」的伝統が濃厚なフランスでは極めて強固な

抵抗に遭遇し１２０），個別産業の枠を超えて初め

て全産業の労働者（年収３,０００F以下の場合に強

制加入）を対象とした拠出制社会保険である

１９１０年の「労働者農民退職年金法」（ただし，借

地農・分益小作・自営農などに対しては任意保

険）は，その強制原則を事実上否定した破棄院

判決や多くの経営者の反対，さらには労働組合

の「社会化」機能の不在によって挫折を余儀な

くされていた１２１）。

このようなフランスにおいて本格的に実施さ

れた最初の包括的社会保険は，１９３０年４月３０日

法によって制度化されたものであり，それは年

収１万５,０００F（人口２０万人以上の都市などに居

住する場合には１万８,０００F，３人以上の扶養児

童がいる場合には２万５,０００F）以下の全労働者

に対して強制適用され，労使同額の保険料（基

礎賃金の８％を労使折半）と若干の国庫補助か

らなる三者負担方式により，疾病・出産・死亡

（これらは賦課方式）と老齢・廃疾（積立方式，

ただし１９４１年からは賦課方式に変更）に対する

諸給付を備えている。とりわけ，出産保険につ

いて，妊婦の診察などのような現物（サービ

ス）支給は女性被保険者と同様に男性被保険者

の妻に対しても実施されるが，現金給付の方は
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前者の女性労働者に限定され，妊娠に先立つ３

ヶ月間に６０日，あるいは１２ヶ月間に２４０日，保

険料を支払うことを条件として，妊娠・出産に

より仕事を中断した女性被保険者は産前６週間

と産後６週間，当該カテゴリーの基礎日賃金の

半額に相当する産休手当（１６歳未満の扶養児童

がいる場合には１人に付き１日１Fの割増）を

受給する権利を有する。また９ヶ月の授乳期間

中，最初の４ヶ月は月１５０F，５～６ヶ月目は月

１００F，７～９ヶ月目は月５０Fの授乳手当が支給

される１２２）（第９条）。ただし，「社会保険立法で

規定された授乳手当の改善に関する１９４１年５月

２９日法」によって，被保険者の妻も女性被保険

者と同様に授乳手当を受給できるようになるで

あろう。

さらに，疾病保険に関しては，産休手当の場

合と同じ日数の保険料支払を条件として，診

察・外科手術・薬剤・入院等の費用が被保険者

本人だけでなく，その配偶者や１６歳未満の扶養

児童についても保険でカバーされ，患者の自

己負担は第１カテゴリー（基礎日賃金６F）と

第２カテゴリー（同１２F）の被保険者の場合に

１５％，それ以外の第３（同１８F）・第４（同２４F）・

第５（同３６F）カテゴリーでは２０％，ただし薬

剤費の自己負担は一律１５％であり（第４条），

さらに疾病手当は病気の開始後６日目（少なく

とも３人の児童を有する被保険者の場合には４

日目）から最大で６ヶ月間に渡って当該カテゴ

リーの基礎日賃金の半額（子１人に付き１日

１Fの割増）が就業日に対して支給される１２３）

（第５条）。つまり，修正されても高々「賃金の

１０％」強のレベルに過ぎないと労働者に思われ

ていたCCRPの疾病手当を遥かに上回る病欠時

の安定した所得補償が，労働者も拠出する強制

社会保険によってこそ可能となったのである

（しかも，当時，多くの労働者は日給制で働い

ていたことを考慮すれば，病気によるその日そ

の日の賃金喪失の恐怖からの解放の意味が理解

されるであろう）。かくして，補償金庫を通じ

た経営者による自主的な疾病サービスの大いな

る限界が誰の目にも明らかとなったわけであ

る。

そして，注目すべきは，実施されずに終わっ

た１９２８年４月５日（社会保険）法の県金庫中心

主義がこの１９３０年法では否定されて金庫の設立

と選択の自由が強化され，共済組合・教会・経

営者団体・労働組合等の諸金庫（これらは「類

縁金庫caissesd’affinité」と称された）のどれに

も加入しない労働者のみが県金庫に加入するこ

とが求められたことである（それ故に，後者は

「残余金庫caissesrésiduelles」とか「屑金庫

caissesdéchets」と呼ばれた）。ところが，この

ような３０年法が実施に移されると，共済組合な

どが強く主張した金庫選択の自由の下で，被保

険者の過半数が県金庫に加入し（１９３６年１２月３１

日時点で被保険者全体の５７％），共済組合の金

庫には２０.６％，経営者や職域の金庫には１０.４％，

宗教団体の金庫に７.９％，労働組合の金庫には

４.１％しか加入しなかったのである１２４）。つま

り，「公衆は類縁金庫に対して共感を示さなか

った。…これらの金庫は，それへの勧誘の増加

を前にして気乗りのしない公衆の無理解に遭遇

した。県金庫の方はいかなる特別の宣伝の対象

ともならなかった。全く逆に，集中して攻撃が

加えられたのが県金庫である」１２５）にもかかわ

らず，その比率は１９４４年には５９.７％に上昇する

のに反して，共済金庫の比率は１８.９％まで低下

するであろう１２６）。強化された金庫選択の自由

の下での類縁金庫のこのような明確な後退は，

経営者や共済組合の「自由主義」の歴史的限界
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を次第に明らかにしていくことになる。

ところで，１９２８・１９３０年社会保険法の成立

（また，それを通じた補償金庫による疾病保険

さらには家族手当の限界性の露呈）こそが，戦

後社会保障の産みの親でフランスのベヴァリッ

ジと称されているピエール・ラロック（Pierre

Laroque）が述べていたとされるように，今度

は家族手当と補償金庫に対する「国家介入への

弾み」１２７）を最終的に作り出したのである。社

会保険法では，妊娠・出産が疾病とは異なる扱

いがなされたにしても，その延長線上で前述の

ように保険の対象とされたのに対して，児童扶

養については保険の対象となる「社会的リス

ク」とは結局みなされず，家族手当が社会保険

法の中に含まれることはなかった。そこには他

方で，少なくとも１９２０年代末までは私的イニシ

ャティブによる補償金庫の発展によって家族手

当が民間でも一般化されるであろうという楽観

的見通しも関与していたであろう。しかしなが

ら，商業や中小企業への一般化がなかなか進展

しない上に，１９２８年社会保険法（賃金の１０％を

労使折半で負担する保険料への懸念）と１９２９年

恐慌の影響の下で１９３０年中には補償金庫数も初

めて減少し（前掲表１参照），全国の金庫は民

間セクターの「企業の７％のみを加入者とし，

労働者の半分以下を結集して」１２８）いるに過ぎ

なかった。こうした状況の中で，家族手当義務

化法案の検討を託された下院社会保険委員会の

報告者であるジャン・ルロール（JeanLerolle）

は，１９３０年７月１１日の下院において，法による

義務化を必要とする３つの理由を挙げている

が，その第１に，「私的イニシャティブの努力

がどんなに大きかったとしても，現在，家族手

当の恩恵を得ているのは未だ労働者の少数派で

しかなく，補償金庫に加入している企業は１８２

万人の労働者しか結集していない。この数字

に，家族扶養手当を従業員に直接支給している

企業に雇われている労働者数を付け加えても，

３００万人には達しない。それなのに，社会保険

の加入義務者である６０歳未満の労働者数は，ご

存知のように８００万という数を越えてい

る！」１２９）ことを指摘し，社会保険に倣って家族

手当に関してもその一般化のためには国家介入

が不可欠だと説くのである。

第２の理由も同様に私的イニシャティブの限

界性に係わり，補償金庫による家族手当受給者

数の「増大が今のリズム（年に約１４万人）で続

くとすれば，労働者全員が家族手当制度の恩恵

に浴するようになるまでに何年かかるであろう

か？ 我々の国民的精神の個人主義を前提にす

れば，このずっと先の目的が決して達成されな

いとさえ予想しうるのではないか？」１３０）とル

ロールは述べる。さらに第３に，彼は競争条件

の不平等性を取り上げ，補償金庫に加入してい

るのは今のところ２万９,０００企業に過ぎず，「た

とえ補償金庫が加入経営者については家族手当

に由来する負担の平等を樹立したとしても，こ

れらの経営者は［圧倒的多数をなす］未加入の

彼らの競争相手に対しては不利な状態にあり続

ける」１３１）ことを問題にする。

また，パリ７区選出で社会カトリック派のル

ロールによって挙げられた以上のような立法介

入の理由に加えて，疾病給付の場合と同様に補

償金庫の支給する家族手当額の相対的不十分さ

も私的イニシャティブの限界性を示している。

とりわけ，その「手当額は１９２５年以降には，か

ろうじて生計費の推移に従っているに過ぎな

い」１３２）し，前掲表３aに示されているように国

家公務員の家族扶養手当と比べても，その半額

のレベルにとどまっている。要するに，以上の

立命館産業社会論集（第４４巻第２号）32



ような多くの限界の克服をいつまでも私的イニ

シャティブのみに委ねることは，他方での社会

保険法の成立に照らして既に不可能な段階に至

ったわけである。かくして，前記１９３０年７月１１

日の下院で提示された義務化法案が，若干の修

正を施されただけで翌年の３月３０日に下院を議

論もなく通過し，１９３２年１月２１日に上院で可決

されるのである（１９３２年３月１１日法）。

こうした状況の下で，１９２０年代まで経営者の

自主的な補償金庫の拡大活動を通じて「議会の

鞭打ちlaféruleparlementaireに訴えることな

しに最後まで残っている忌避者たちを説得する

に至ることが不可欠である」１３３）と主張してい

たCCRPも，表６に示されているように加入企

業数が恐慌などの影響を受けて１９３０年をピーク

（２,３５０企業）に減少に転じたことや，また新規
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表６ パリ地域補償金庫（CCRP）の加入企業数等の推移

支給家族手当総額雇用労働者数加入企業数（各年１２月３１日）

１１,４７０,０００フラン１７２,０００人５９２企業１９２０年

１３,４３０,０００１５２,２００６４３１９２１年

１４,１８０,０００１８７,５００７９２１９２２年

２０,９８０,０００２２９,０００１,００２１９２３年

２６,９４０,０００２６７,６００１,３５８１９２４年

２９,９０９,０００２８６,９００１,５１５１９２５年

４７,５８０,０００３００,７００１,６８０１９２６年

５４,８９０,０００３０８,８００１,７６６１９２７年

６２,２８５,０００３５５,０００１,９５２１９２８年

７２,７００,０００４１５,０００２,３１３１９２９年

７６,２６０,０００３９０,０００２,３５０１９３０年

７４,６９３,７２３３３０,０００２,３００１９３１年

６９,９５５,４６６３２０,０００２,２６６１９３２年

９３,５２４,６３２５００,０００１０,０００１９３３年

１３１,５９２,２４６７１７,２００１６,４５０１９３４年

１４２,５６０,０００７４３,０００２０,３４２１９３５年

１６８,５５６,０００８０３,８００２５,５６２１９３６年

３２９,３７８,０００８４０,４８９３１,５４３１９３７年

４０８,３３２,０００８７０,３４９３３,８８４１９３８年

６２６,０００,０００７０８,０００２７,６９３１９３９年

５８８,０００,０００５８３,５００２８,０３３１９４０年

９７０,０００,０００７５０,０００３４,２８０１９４１年

１,２８５,０００,０００８００,０００４２,７８９１９４２年

１,４３９,０００,０００８１２,０００３７,６００１９４３年

１,４３９,０００,０００８１２,０００３７,６００１９４３年

出所）各年の「総会議事録Procès-Verbaldel’Assembléegénérale」より作成。



加入企業の中には扶養児童の多い企業が次第に

増加し，「多子家族が，職業的に可能な限り，

我々の金庫に加入している会社にますます向か

ってきた［ために費用負担が急速に上昇した］。

…義務化法が新旧加入者間で負担を再分配する

ことによってこの上昇を中断させ，その方向を

転換させさえする効果をもつだろう」１３４）とい

う期待もあり，法による介入の容認へと急速に

スタンスを変更する。そして，リシュモン会長

は１９３２年１２月の総会で，「今や義務化法が決定

的になったのだから，家族手当の負担がより多

数の経営者に配分されるようになるために義務

化法の実施が早急になされることを願おう」１３５）

と述べている。しかも，この１９３２年法につい

て，「我々は過去において義務化の原理に異議

を唱えたが，最後には政府法案の否定しがたい

自由主義libéralismeindéniableを考慮し，それ

に賛成するに至った」１３６）と，その法の「自由主

義」を彼は評価するのである。

確かに３２年法は，前述のように多様なイニシ

ャティブが交錯する「類縁金庫」と県金庫に依

拠した社会保険法と異なって，専ら経営者層に

よって組織・管理される補償金庫への加入とそ

れを通じた家族手当の支給を義務化したわけで

あり（従業員３,０００人以上の場合の「独自サービ

ス」を別にして），しかも家族手当の最低額に

ついては，一応「労働大臣の省令によって決定

される」にしても，「各県や必要な場合には各

職業カテゴリーにおいて，本法公布の時期に，

既に認可された補償金庫によって実施されてい

る金額に等しくなければならない」と規定さ

れ，各金庫の慣行を尊重している点で経営者層

に多くの裁量の自由を残している。しかし，経

営者へのこうした譲歩は，賃金総額の約２.７％

と見積もられた家族手当の拠出が１９３０年法によ

る社会保険料の経営者負担４％に付加され，か

つ大恐慌の下で困難な状況にある中小企業など

に対する「激変緩和」的な配慮からなされたも

のと考えられる１３７）。

ところで，このような配慮を根本的に覆す政

治・社会的状況が，３２年法の職業別実施期限を

特定する既述の２４のデクレが出され，法の全面

的実施に移り始めた時期（表７に示されている

ように加入企業数は，そのため１９３７年中に激

増）に発生することになる。それは家族手当に

対する人民戦線期の重大なインパクトであり

（社会保険に対するインパクトはそれほどでは

ないが），とりわけブルム政府は，家族手当を

農業部門にも本格的に適用させる措置（１９３６年

８月５日付の公行政規則RAP）を採る一方で，
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表７ 全補償金庫合計の加入企業数等の推移

b/a×１００b手当受給者数a雇用労働者数加入企業数

２５.１％４６万人１８３万人３０,０００１９３２年

３０.４％１１８万３,０００３８８万９,０００１６２,０００１９３４年末

３０.８％１３０万５,０００４２３万８,０００２１８,０００１９３５年末

３１.１％１４９万５,０００４８０万３,０００２８０,０００１９３６年末

３０.４％１６１万７,０００５３１万５,０００３９０,０００１９３７年末

３０.４％１６４万５４０万４５０,０００１９３８年末

出所）D.Ceccaldi,op.cit.,p.51.



後に家族手当を賃金と同様に団体交渉のテーブ

ルに載せることになる強制調停仲裁制度（１９３８

年３月４日法）の最初の法律（１９３６年１２月３１日

法）を労働運動の要請の下に導入することによ

って１３８），３２年法以降における家族手当の新た

な段階を開始させることになるであろう。

注
１） １９０１年にフランスで最初の結核予防診療所を

リールに設立したAlbertCalmetteは，主として
結核予防のために「家庭に《衛生モニター
moniteursd’hygiène》を派遣するという考えを
最初に抱いた人」（Nous,lesassistantessociales,
Naissance d’une profession: témoignages

présentésparYvonneKnibiehler,Paris,Aubier

Montaigne,1980,p.20）である。また１９０２年に
は，Calmetteの先例に習い第二の結核予防施設
がConstantinOddoによってマルセーユに設立
される（cf.ÉlianeRichard,‹Unecréatrice
socialeàMarseille:MarieOddo(1868-1955)›,

inFemmesFamillesFiliations,Sociétéet

Histoire:ÉtudesréuniesparMarcelBernoset

Michèle Bitton en hommage à Yvonne

Knibiehler,Aix-en-Provence,Publicationsde

l’UniversitédeProvence,2004,p.114）。そし
て，ほぼ同時に結核や乳幼児死亡の予防対策を
専門とする訪問看護婦の養成も開始され，その
ための専門学校も１９０２年にパリ５区のアミヨ街
（rueAmyot）に，また１９０５年にはパリ郊外のプ
レザンス（Plaisance）などに創設され始めてい
る（cf.Nous,lesassistantessociales...,p.21）。

２） Cf.R.-H.GuerrandetM.-A.Rupp,Brève

histoireduServiceSocialenFrance,Toulouse,

Privat,1978,p.43.ただし，どちらの看護婦の場
合も国家免許状（brevetdecapacitédes
infirmièresprofessionnelles）の認定は１９２２年６
月２７日デクレによる。Cf.JacquelineAncelin,
L’Action sociale familiale etlesCaisses

d’Allocationsfamiliales,Paris,Associationpour

l’étudedel’HistoiredelaSécuritéSociale,

1997,p.50;Sousladirection de Marie-

Françoise CharrieretÉlise Feller,Aux

Originesdel’Actionsociale,L’Inventiondes

servicessociauxauxCheminsdefer,Ramonville

Saint-Agne,ÉditionsÉrès,2001,p.82.

３） Nous,lesassistantessociales...,p.21.

４） マルセーユに結核予防施設を設立した前記の
ConstantinOddoの妻であるMarieOddoは，
１９２０年１０月にマルセーユで最初の医療・福祉学
校である「社会衛生訪問看護婦地域学校Ecole
régionaled’infirmièresvisiteusesd’hygiène

sociale」を設立するが，これもアメリカの「ロ
ックフェラー使節団」から補助金を受けてのこ
とであった。Cf.ÉlianeRichard,art.cit.,p.115.

５） Cf.CCRP,CommissiondeGestion,Procès-

VerbaldelaRéuniondu20Janvier1921.

６） Ibid.du17Mai1921.このような提案は，最
初の調査によって不正受給ばかりでなく「悲痛
な家族状況もまた発見された」（CCRP,Procès-
Verbalde l’Assemblée Générale du 27

Décembre1921）からでもある。
７） こうして最初は「女性調査員enquêteuses」

と呼ばれていたが，早くも１９２１年末には「訪問
婦visiteuses」という呼び名が登場する。しか
し，最初の６名には看護婦ばかりではなく「工
場女性福祉主任surintendantesd’usines」も含
まれている（cf.CCRP,CommissiondeGestion,
Procès-VerbaldelaRéuniondu12Décembre

1921）。１９１７年に主としてイギリスの lady

welfaresupervisorの先例に倣ってフランスに
導入されたこのsurintendanteの職には，第一
次大戦の終結時に総計で約５０名の女性が就業し
ていたとされる（cf.AnnieFourcaut,Femmes
àl’usine:Ouvrièresetsurintendantesdansles

entreprisesfrançaisesdel’entre-deux-guerres,

FrançoisMaspero,Paris,1982,p.19）
８） Ibid.du12Décembre1921.

９） なお，第一次大戦前において，女性労働者に
有給の産休を保障した既述の１９１３年６月１７日法
（ストロース法）によって，産休手当を受給す
るためには「女性たちが検診を受け，訪問婦
damesvisiteusesによって監査されなければな
らなく…これらの訪問婦がしばしばカトリック
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信者であるために，彼女たちへの不信感が強
い」（Cova,op.cit.,p.251）ものであったことか
らも，リシュモンは非宗教的な専門看護婦の登
用を提案したと考えられる。

１０） CCRP,CommissiondeGestion,Procès-

VerbaldelaRéuniondu12Décembre1921.

１１） この本格的「補助員サービス」は，パリ地域
全体を１４のセクターに分割して実施されるが，
その内１０セクター（各セクター２名，計２０名の
補助員）は１９２２年３月までには既に活動を開始
し，残りの４セクター（８名）も翌月には機能
し始め，それらにパリから遠く離れた地域を巡
回する２名を加えると，補助員総数３０名の体制
でスタートしている。Cf.Ibid.du15Mars
1922etdu9Novembre1922.

１２） こうした二重の任務は他の金庫でも観察され
る。例えば，１９２２年に設立されたサン・テチエ
ンヌの金庫では，その約２年後に授乳手当が設
けられ，それに伴って「母乳を与えているかど
うかを監視し，また家で母親に産前・幼児・家
庭環境の衛生に関する助言をするという通常の
任務をもった訪問看護婦のサービスを我々は創
設 し た」（‹MonographiedelaCaissede
CompensationdelaRégionstéphanoiseet

d’Annonay›,art.cit.,p.194）と当事者は述べて
いる。

１３） １９２３年にG.Maignanに交代するまでCCRP
のディレクターを務めたR.Fouquetは，この点
について第二回家族手当全国大会で，「我々の
女性調査員は，しばし彼女たちの弾圧的な役割
leurrôlerépressifを忘れて，子供たちを無料診
療所に受け入れさせたり，思わしくない状態で
出産するところだった母親を適当な病院へ入院
させたりすることに献身した」（‹LeService
SocialdelaCaissedeCompensationdela

RégionParisienne,RapportprésentéparM.

Fouquet›,ComitédesAllocationsFamiliales,IIe

CongrèsNationaldesCaissesdeCompensation,

tenuàGrenoble,le22Mai1922,Compte-

Rendu,Paris,ImprimerieP.DubreuiletA.

Laroche,1922,p.26）と述べ，そこからさらに
「補助員に〈調査専門サービスServicespecial

d’enquêtes〉の領分に属する情報を決して要求
しないこと…この業務は補助員から，彼女たち
に訴えかけてくる人々の信頼を奪う性質のもの
だから」（ibid.,p.31）という結論さえ既に引き
出している。なお，CCRPに限らず，上記のよ
うに「諸金庫の第一の関心は家族と医療界との
接触を促進すること」（BonvoisinetMaignan,
op.cit.,p.80）であり，そこでの訪問看護婦の役
割は「一方で診察を受けるよう母親を説得し，
そして他方では医者の処方がちゃんと理解さ
れ，正しく守られるようにすること」（ibid.,
p.83）であった。

１４） 他の補償金庫でもこうした社会サービスを提
供しているが，とりわけ社会衛生サービスに熱
心に取り組んだのがリヨンとパリの金庫であ
る。しかし，両者には相違もあり，リヨンでは
診察室や療養所などの創設自体を金庫が担い，
訪問婦については既存のサービスを活用してい
る。他方パリでは，診察室や病院施設が多く存
在していたので自ら創設する必要はなかった
が，「既存の訪問婦サービスは不十分であり，
またあまりにも専門化していたので看護婦とソ
ーシャルワーカーの二重の一般教育を受けた女
性からなる特別サービスの創設が必要とされ
た」（BonvoisinetMaignan,op.cit.,p.82）。

１５） CCRP, Procès-Verbal de l’Assemblée

Généraledu9Juin1927.リシュモンは，この約
１ヶ月前にも，「社会的観点からすると，訪問
婦の業務は家族手当それ自体よりも役に立って
いる」（CCRP,CommissiondeGestion,Procès-
VerbaldelaRéuniondu13Mai1927）と述べ
ている。このような「社会的観点から」の評価
は，とりわけ妊婦や乳児に対する訪問看護婦の
活動を通じて，「０歳から１歳の乳児死亡率は，
パリ地域が１４％であるのに対して，我々の［労
働者］家族においては７％を超えていなかっ
た」（CCRP,Procès-Verbaldel’Assemblée
Généraledu9Juin1927）ことなどの成果に基
づいていると考えられる。こうして，リシュモ
ン自身を始めとして，何よりも全般的賃上げを
避ける手段として家族手当の導入を考えた
「CCRPの創設者たちは出生率に対する家族手
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当の影響に関しては極めて懐疑的であったが，
この影響は現実のものであることが明らかにな
った」（ibid.）という彼の反省とも取れる発言
が導き出される。この点は，前年の家族手当全
国大会で，継続して出生数が得られた２６金庫の
従業員数に対する出生率は１９２４年の３.９０％から
１９２５年には４.０３％に上昇し，フランス全体の約
３％より３割も上回っていることから，「［月
額］手当と出生・授乳手当は出生率の増大に効
果をもたらした」（‹Enquêtesurlanatalité
ouvrière(suite),Rapportprésentéparle

ColonelGuillermin›,Comité Centraldes

AllocationsFamiliales,VIeCongrèsNational

desAllocationsFamiliales,Marseille-Toulon-

Cannes-Nice,10-13Mai1926,CompteRendu,

Lille-Paris,ImprimerieMartin-Mamy,Crouan

&Roques,1926,p.84）と報告されたことと呼
応している。なお，０歳から１歳の死亡率は，
フランス全体では１９２６年に９.７％，１９２７年が
８.３％であるが，補償金庫の全国平均ではそれ
ぞれ６.６９％と５.６７％である（cf.Bonvoisinet
Maignan,op.cit.,p.206）。

１６） BulletinduCIMMCRP(CercledesIndustiries

MétallurgiquesetMécaniques,Connexesde

laRégionParisienne),N°15,Juillet1933,p.28.

ここには，１９３３年５月３０日にLebel大統領や公
衆衛生大臣を迎えて開催された「社会福祉会館
Maisonsociale」（パリ１５区Viala街にCCRPの
新本部や診療所などを有する社会センターとし
て設置）の公式除幕式におけるリシュモンの講
演が掲載されている。そこで彼は，「最初，
我々は物価高に適応した賃金の調整という実践
的な考えによって家族手当制度に導かれたこと
を決して私は隠しはしなかった…しかし，児童
への気遣いに向けられた我々の事業が前進する
につれて，産前の衛生と育児に関する忠告やケ
アを家庭にもたらすという使命を女性の素晴ら
しい外交的手腕に委ねることを我々は全く当然
にも考えた」（ibid.）と回顧している。

１７） CCRP,Procès-Verbaldel’AssembléeGénérale

du24Juin1935.

１８） Ibid.du22Juin1936.なお，公衆衛生大臣の

１９３６年１０月２６日通達は出産や幼児に対するサー
ビスのためには専門看護婦よりも「家族ないし
多能ソーシャルワーカーassistantessociales
familialesoupolyvalentes」を活用することを
勧告しているし（cf.Helleu,op.cit.,p.214），さ
らには１９３８年２月１８日デクレによって訪問看護
婦とソーシャルワーカーの国家資格は融合され
るようになる（cf.CharrieretFeller,op.cit.,
p.82）。

１９） BonvoisinetMaignan,op.cit.,p.79.

２０） CCRP,CommissiondeGestion,Procès-

VerbaldelaRéuniondu25Juin1926.

２１） Cf.Ibid.du30Novembre1927.

２２） 労働者住宅の改善については，１９２６年５月の
家族手当全国大会の勧告（Vœu）を受け，翌月
の管理委員会で「住宅問題を検討に付し，手始
めとして不良家屋taudisの改善に関する幾つか
の実現に着手することが決定される」（ibid.du
25Juin1926）。こうして，数年後に「CCRPの
訪問婦は，１年間に４００の不良住宅から立ち退
かせることができ，それらの家族は彼女たちの
お陰で，大抵の場合に新しく安い住居に適切な
場を見つけた」（BonvoisinetMaignan,op.
cit.,p.92）とされている。

２３） Cf.CCRP,Procès-Verbaldel’Assemblée

Généraledu9Juin1927.

２４） Cf.CCRP,CommissiondeGestion,Procès-

VerbaldelaRéuniondu20Juillet1927.

２５） Cf.Ibid.du25Septembre1928.

２６） この主要診療所では１９３５年に毎月６,０００人近
くが（cf.CCRP,Procès-Verbaldel’Assemblée
Généraledu24Juin1935），１９３７年には毎月
９,０００人が診察に訪れている（cf.Ibid.du28
Juin1937）。

２７） Cf.Ibid.du16Novembre1938.

２８） CCRP,CommissiondeGestion,Procès-

VerbaldelaRéuniondu2Juin1927.なお，こ
の徒弟税は１９２５年に設けられ，その１０％が家政
教育に充当されうることになった（cf.Ancelin,
op.cit.,p.56）。

２９） Cf.Ibid.du20Juillet1927.

３０） CCRPの社会サービス部門の女性ディレクタ
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ー（DirectriceduServiceSocial）で あ る
MadeleineHardouinは，１９２８年５月の家族手当
全国大会で，このChoisy-le-Roiの講座が「現在
までのところ最良の方式であるように我々には
思える」（‹L’enseignementménager,Rapport
présentéparMademoiselleHARDOUIN›,

ComitéCentraldesAllocationsFamiliales,

VIIIeCongrès...1928,p.92）と述べている。そし
て，ここでは３つの大事業所の女性労働者が週
２回，１７時から２０時まで受講し，１７時から１８時
までの１時間は「あたかも女性労働者が仕事場
にいるかのように賃金が支払われ，この助成に
よって完璧な規則的参加を我々は得ることがで
きた」（ibid.）と成功の秘訣を明らかにしてい
る。しかし一般的には，女性労働者のみならず
「我々の労働者の妻や娘に［も］我々の家政教
育が受けられるようにすることを望んだ」
（ibid.,p.89）から，有給の集中講座方式は採用
されなかったのである。なお，彼女はこの報告
で，料理と他の家政術との関連についても次の
ように説明している。つまり，受講生が教員と
一緒に料理に必要な食料品を買いに行き，
「我々は，季節の野菜や有利な買い方，節約的
な産物を彼女たちに教え，予算が十分に均衡す
る必要性を強調して…過度な支出なしで家族の
祭りのメニューや素適に出される食卓となりう
るもの，家族の食卓の中心であり喜びの種であ
る感じの良い工夫に富んだ女性家主となりうる
仕方についても我々は教示する」（ibid.）し，さ
らに「住居に関しては，内部の清潔さ・整備・
改善に係わる全てを我々は教える。若い娘や若
い女性は，良い食事をとる場であり，酒場や飲
酒癖に対抗しうる最良の魅力である快適な家庭
を作ろうと望むなら，彼女たちはこの家庭内で
おしゃれcoquetterieをすることが有益である」

（ibid.,p.90）と。
３１） Cf.CCRP,CommissiondeGestion,Procès-

VerbaldelaRéuniondu30Novembre1927.

３２） Ibid.du25Septembre1928.なお，この最初
の年には「１９５名の若い娘が我々の講座に通っ
たが，その半分はかなり不規則であり，他の半
分は非常に規則的であった」（ibid.）。

３３） Cf.CCRP,Procès-Verbaldel’Assemblée

Généraledu28Décembre1932.

３４） Cf.Ibid.du24Juin1935.

３５） Cf.Ibid.du16Novembre1938.

３６） Cf.Ibid.du22Décembre1939.

３７） Cf.Ibid.du28Juin1937.パリでのこの資格
試験にはパリ市の職業学校やCCRP以外の民間
組織の生徒も受験しているが，この資格制度の
組織化を任されていたCCRPのウェートは圧倒
的である。

３８） CCRP,CommissiondeGestion,Procès-

VerbaldelaRéuniondu16Novembre1937.

３９） Ibid.du20Juillet1932.

４０） Cf.Ancelin,op.cit.,p.104.

４１） 社会サービスの財源に関してCCRPは，その
開始年である１９２１年の１２月総会で社会サービス
の予算枠を賃金総額の０.０５％（この時期の「工
業セクション」の拠出率が賃金総額の１.３６％で
あるから，このセクションでは拠出額の約
３.７％）に設定し，この枠を次第に訪問看護婦部
門のみの枠（他の社会サービスは別枠）として
５年半ほど維持していた。しかし，上述のよう
に社会サービスを飛躍的に拡大させた１９２７年に
この部門の予算枠が倍増され，賃金総額の
０.１０％となるが（cf.CCRP,Commissionde
Gestion,Procès-VerbaldelaRéuniondu13

Mai1927），この予算枠は社会サービス部門の
全体が形式上別のアソシエーションになった
１９３２年 ７ 月 以 降 も，そ れ へ の「通 常 補 助
Subventionnormale」枠として継続されている

（cf.Ibid.du1erDécembre1932;CCRP,Procès-
Verbalde l’Assemblée Générale du 27

Décembre1933）。
４２） 例えば，CCRP家政教育講座の受講生である

若い女性のキャンピング・センターとして１９３１
年から使用されてきた「ブレノー・キャンプ
CampdeBrénod」（ジュネーヴに近いアン県の
標高１,０００mの所）の収容力（２５０名）などが限
界に達したので，社会サービス部門がより標高
の低い所のキャンプを探し始めた際に，「社会
サービス部門の活動はほとんど専ら補償金庫の
ために，またその費用でなされている。従っ
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て，社会サービス部門が重要な決定をしなけれ
ばならない時には，補償金庫の管理委員会に諮
らなければならない」（CCRP,Commissionde
Gestion,Procès-VerbaldelaRéuniondu25

Janvier1938）とリシュモン会長は述べている。
４３） Cf.CCRP,Procès-Verbaldel’Assemblée

Généraledu28Juin1937.

４４） Cf.Ibid.du3Décembre1929etdu8Juillet

1930.こうしたMaisonsocialeは，パリのみなら
ずリヨンを初めとして幾つかの都市で「補償金
庫の諸サービスを集中させるために建設され
た」（BonvoisinetMaignan,op.cit.,p.117）。

４５） Cf.BulletinduCIMMCRP,Juillet1933(déjà

cité),p.29.なお，１９２７年５月２３日にブリュッセ
ルで開催された家族手当全国大会で，補償金庫
による児童の職業指導の促進に関する勧告が既
に出されている（cf.BonvoisinetMaignan,op.
cit.,p.156）。

４６） AndréeCourthial(Serviced’Orientation

Professionnelle de la CCRP), ‹L’Office

d’orientationprofessionnelledelaCaissede

CompensationdelaRégionParisienne›,in

L’Employéd’Hôtel,organemensueldela

SociétédeSecoursMutuelsdesEmployés

d’hôtelde Paris “La Vigilante”,N°241,

Novembre1935.

４７） Cf.CCRP,Procès-Verbaldel’Assemblée

généraledu24Juin1935.

４８） Cf.Ibid.du28Juin1937.

４９） Cf.Ibid.du22Décembre1939.

５０） サ ン・テ チ エ ン ヌ の 金 庫 は１９２６年 か ら
L’AmiduFoyerという２４頁建ての小雑誌を発行
しているし（cf.‹MonographiedelaCaissede
CompensationdelaRégionstéphanoiseet

d’Annonay›,art.cit.,p.195），またリールの繊維
産業の金庫もLaFamilleTextileという機関誌
を出している。

５１） BonvoisinetMaignan,op.cit.,p.103.

５２） しかし，このような判断の奥底には政治的な
意図があったことは，「［労働者］家族が工場の
『ユマニテ』や『ボルシェヴィキ』以外のものを
読むことが可能となるような家族雑誌を創刊す

ることを家族手当中央委員会は考えている」
（CCRP,Commission deGestion,Procès-
VerbaldelaRéuniondu13Mai1927）という
リシュモン会長の「内輪」の発言からも明らか
であろう。

５３） ‹UnenouvelleRéalisationdesCaissesde

Compensation“LaRevuedelaFamille”,

RapportprésentéparM.PaulLECLERCQ›,

ComitéCentraldesAllocationsFamiliales,

VIIIeCongrès...1928,p.115etp.118.

５４） Cf.Ibid.

５５） Cf.BonvoisinetMaignan,op.cit.,p.106.全国
の４８万受給家族（１９３０年）への配布率は３７％。

５６） Cf.Bonvoisin,L’InstitutionFrançaisedes

AllocationsFamiliales,brochuredéjàcitée,p.6.

５７） CCRP,CommissiondeGestion,Procès-

VerbaldelaRéuniondu13Mars1929.

５８） Cf.Ibid.なお，雑誌の年費用は，CCRPにと
ってこの時点では８F×７万５,０００部＝６０万Fで
あるが，加入企業の増加とともに１９３４年には
１３１万 Fと倍増している（Cf.CCRP,Procès-
Verbaldel’AssembléeGénéraledu24Juin

1935）。
５９） Cf.CCRP,Procès-Verbaldel’Assemblée

Généraledu16Novembre1938.ところで，こ
の議事録に掲載されている会計報告によると，
『家族雑誌』の費用が１９３６年で１４１万F，１９３７年
には２１３万Fであったのに対して，CCRP診療所
への出費（主として赤字補填のための補助金）
は１９３６年３３万F，１９３７年５４万Fに過ぎない。ま
た，これらの出費は表５bの中で独立項目とし
て掲げられていないが，恐らく「償却費」と
「その他」に算入されているものと考えられる。
ただし，診療所の数が３つとなる１９３８年では，
それらへの補助金は１００万F，翌１９３９年には１２５
万Fにまで増加する（約４０名の医者，３人の所
長，２７名の看護婦，２７名の事務員をスタッフと
する）。Cf.A.N.,F221536,‹RapportdeM.
PUJO,Contrôleursur:L’UniondesSociétés

deSecoursMutuelsd’Usinesousimilairesde

laRégionparisienne,N°3554,10,rueViala,

Paris›(1erFévrier1941),p.24.なお，この
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L’Unionは，CCRP加入企業の工場レベルでの
共済組合の連合体で，診療所の使用・管理に関
する協定を１９３１年７月１日にCCRPと締結して
いる（しかし，その指導部はCCRPの役員が兼
任している）。

６０） Dominique Ceccaldi, ‹Les allocations

familialesetlacompensation›,inComité

d’HistoiredelaSécuritésociale(sousla

directiondeMichelLaroque),Contributionà

l’HistoirefinancièredelaSécuritésociale,

Paris,LaDocumentationFrançaise,1999,

p.275.

６１） CCRP,Procès-Verbaldel’Assembléegénérale

du3Décembre1929.なお，確かに１９３２年法で
は社会サービス事業は，リシュモンが述べてい
るように義務化されなかった。しかし，３２年法
に関する労働大臣の通達（１９３２年６月２５日付と
１９３３年７月２４日付）で，各金庫は社会サービス
を実施しないならば認可されないことなどを示
唆して，その実施を促している（cf.Helleu,
op.cit.,pp.201-204;Ancelin,op.cit.,p.79）。

６２） Ibid.du28Juin1934.

６３） 拙稿「非市場的調整の発展─２０世紀フランス
における労働と福祉─」『土地制度史学』別冊

創立５０周年記念大会報告集（１９９９年９月），
６６頁参照。

６４） L’Humanitédu15Novembre1926.

６５） Cf.C.Chauveau,LoisurlesAssurances

sociales:Commentairejuridique,financieret

administratif,Paris,Librairiegénéralededroit

etdejurisprudence,1928,pp.73-74.

６６） CCRP,Procès-Verbaldel’AssembléeGénérale

du9Juin1927.

６７） なお，社会保険が実施され，その保険料の負
担が課されるようになると経営者層は家族手当
と補償金庫をこのように放棄するのではないか
という考えは，労働組合に限らず政界にも流布
していたものである。それ故，家族手当の義務
化諸法案の検討を委ねられた下院の社会保険委
員会の名においてJeanLerolleが１９３０年７月１１
日に下院で行った報告では，以下のように，こ
うした放棄の危惧が義務化法の諸根拠の最後に

挙げられている。つまり，「補償金庫の制度が，
あれほど首尾よく発展した後で，危険な放棄に
晒される虞がないであろうか。その放棄はある
人々にとって，社会保険法の実施によって正当
化されるように見えうるだろうし，あるいは少
なくともその実施が放棄の機会ないし口実を与
えうるだろう。このような条件の下で，義務化
によって家族手当を承認し一般化するための立
法介入の問題が必然的に提起されねばならなか
っ た」（JournalOfficieldela République
française［以 下，J.O.と 略 記］,Documents
parlementaires,Chambredesdéputés,juillet

1930,annexen°3827,p.1394）のであると。ま
た，リシュモン会長は既に１９２５年７月の総会
で，「家族手当を創設し，補償金庫を介してそ
れらの手当を整備することによって経営者層が
果たしたほどの結構な行為を自ら取り消そうと
考えたなら，その行為はすぐに立法者によって
経営者層に課されるであろう」（CCRP,Procès-
Verbaldel’AssembléeGénéraledu7Juillet

1925）と警告を発していた。
６８） ConfédérationGénéraleduTravail,Congrès

ConfédéraldeParis,Compterendusténographié

des débats du XXIXe Congrès National

Corporatif(XXIIIedelaC.G.T.)tenuauPalais

delaMutualité,du24au27Septembre1935,

Paris,ÉditiondelaC.G.T.,p.286.

６９） なお，CGTの本大会における社会保険委員
会の報告者であるGeorgesBuissonは，これら
の労働者金庫においても「診療所やサナトリウ
ム，また，あらゆる種類の社会事業を創設する
広大な政策［など］を遂行しうる」（ibid.p.278）
ようにするために，CGTが同金庫への被保険
者獲得の大キャンペーンを展開することを求め
ている。ただし，CGTは１９３０年代末までに５２
の県・県間金庫（疾病・出産）と一つの全国金
庫（老齢・廃疾・死亡，１９３９年に５４万３,０００人の
被保険者）を有しているが，結局その組合員
（１９３７年に約５００万人，１９３８年末以降には１００万
人弱）さえ全員これらの金庫に加入させるこ
とに成功してはいない（cf.MichelDreyfus,
Liberté,Égalité,Mutualité:Mutualismeet
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syndicalisme1852-1967,Paris,LesÉditionsde

l’Atelier/ÉditionsOuvrières,2001,p.134;

GeorgesLefranc,LesExpériencessyndicalesen

Francede1939à1950,Paris,Aubier,1950,

p.313etp.365）。
７０） Cf.Chauveau,op.cit.,pp.38-40.

７１） Cf.Dieude,op.cit.,p.64.

７２） ちなみに，フランス各地の補償金庫の拠出率
（対賃金）は，１９２０年代半ばでもリヨンとグル
ノーブルの金庫で２.５０％，ボルドーでは１.６０％，
ルーベで１.６１％，パリ金属産業で１.２５～１.４７％
にすぎなかった（cf.CGT,UniondesSyndicats
ConfédérésdelaRégionParisienne,op.cit.,

p.25）。
７３） CCRP,CommissiondeGestion,Procès-

VerbaldelaRéuniondu22Octobre1920.

７４） CGT,UniondesSyndicatsConfédérésdela

RégionParisienne,op.cit.,pp.25-26.

７５） Pedersen,op.cit.,p.230.

７６） Cf.HenriHatzfeld,DuPaupérismeàla

Sécuritésociale,Paris,ArmandColin,1971,

pp.166-167.また，全国の補償金庫の１９２４年１２月
１９日総会は，家族手当中央委員会の活動を疾病
保険に関する諸措置の検討にまで拡大すること
に対して賛意を表明している（cf.Bonvoisinet
Maignan,op.cit.,p.140）。

７７） CCRP,Procès-Verbaldel’Assembléegénérale

du7Juillet1925.

７８） さらに，リシュモンはこの総会で，珍しく彼
の「個人的意見」とことわりつつ，次のように
さえ主張する。つまり，「我々の役割は出来事
を指導することであって，それに操縦されるが
ままになることではない。不幸にも社会保険に
関しては…様々な理由で我々は先を越されてし
まっている。その結果，もし我々が用心しない
ならば，社会保険は我々抜きで，しかも我々に
抗して実現されてしまうだろう。とりわけ，
［今こそ］事態を建て直す時期であり，法律を
先回りすることによって，我々は幾らかの人々
がそう主張するように社会進歩の敵ではないと
いうことを示すことが当を得ている」（ibid.）
と。

７９） Ibid.

８０） CCRP,CommissiondeGestion,Procès-

VerbaldelaRéuniondu17Octobre1924.

８１） Cf.RobertPerdon,L’HistoriquedesAssurances

SocialesenFrance,Nouvelleéditionrevueet

complétée,Paris,L’Emancipatrice,Imp.

coopérative,1927,pp.26-28.

８２） Ibid.du12Mars1925.

８３） Ibid.du25Mars1925.

８４） Cf.Ibid.du22Juin1925.

８５） Ibid.また，この日には，多くの企業から女性
による疾病手当の不正受給の問題が出される
が，「検討中の案においては，女性の賃金は補
助賃金でしかないとしても彼女たちを疾病保険
の恩恵から排除しないことが望ましい」（ibid.）
と管理委員会は判断している。

８６） CCRP,Procès-Verbaldel’Assembléegénérale

du7Juillet1925.

８７） この重要な総会では，一人のメンバーが老齢
保険の導入も今から考えて欲しいと主張した
が，リシュモン会長は「約束を守りうることが
全く確かではないのに長期の約束をすることは
無謀であるだろうと言明し，総会の合意を得
る。［さらに］彼は，このような条件の下では，
廃疾や老齢への将来の拡大の可能性を考慮しつ
つも公式的には疾病保険だけに当面とどめてお
くことの方がよいと付け加えている」（ibid.）
ことから，疾病保険の経験を踏まえて将来的に
は老齢年金を導入することも彼は否定していな
いのである。

８８） CCRP,CommissiondeGestion,Procès-

VerbaldelaRéuniondu10Novembre1925.

８９） これは「共済組合員直接被保険者 assurés
directsmutualistes」と称されているが，ここで
「直接被保険者」とされているのは，金庫から
疾病手当が直接支払われるからである。

９０） Cf.CCRP,CommissiondeGestion,Procès-

VerbaldelaRéuniondu27Novembre1925.

９１） CCRP,Procès-Verbaldel’Assembléegénérale

du27Novembre1925.

９２） この点については，１９２６年の家族手当全国大
会における疾病手当問題の報告者である A.
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Bernard（リヨン・当該地域家族手当金庫のデ
ィレクター）も次のように述べている。つま
り，「［疾病手当の負担は現今の通貨危機を考慮
するとかなり重いかも知れないが］我々は地歩
を確保するために，その負担を引き受けなけれ
ばならない。それは，社会保険法が到来する時
に我々が所有者の位置にいるようにするためで
あり，我々は諸制度が前もって存在することに
利益を見出すのである。…そして，我々が［諸
制度を］実現した時に，両議会に向かってそれ
らの仕事は無駄な仕事になっていると言う権利
を我々は持たないであろうか。［また］両議会
に対して『皆さん方は共済組合を尊重すると約
束した。それは良いことだが，我々をも尊重し
てくれたら皆さん方はさらに良いことをなすだ
ろう。というのも，心や頭脳から自由に現れた
これらの新制度が生まれたのは共済組合と経営
者諸制度の融合からなのだから…』と言う資格
が我々にはあるのではないか」（‹LesAllocations-
Maladie,RapportprésentéparM.Aymé

BERNARD›,ComitéCentraldesAllocations

Familiales,VIeCongrès...1926,pp.52-53）と。
９３） なお，社会保険法案が下院で最終的に議論さ

れた際に労働大臣のAndréFallièresも，「法の
中で共済組合に保証されている利益は孤立した
ままではありえなかった。…多くの雇用主がず
っと前から彼らの労働者の境遇に気を配ってき
た。彼らは社会的雇用主─それは素晴らしい敬
称だが─と呼ばれている人々である。彼らの多
くが社会保険の金庫と同じ目的を有する金庫を
創設したが，それらを消滅させることは正しく
ないであろう。法はこれらの金庫が［社会保険
の］初級金庫として機能し続けることを可能と
している」（J.O.du14mars1928,Débats
parlementaires,Chambredesdéputés,2eSéance

dumardi13mars1928,p.1448）と答弁している。
９４） CCRP, Procès-Verbal de l’Assemblée

généraledu27Novembre1925.「疾病保険金庫
規則」からの引用は以下同様。

９５） 前述の第６回家族手当全国大会における報告
の中で，A.Bernardは「家族手当金庫の加入者
が疾病手当に義務的に加入することが望ましい

であろう。…その第一の理由は，もし［加入の
ための］個別の宣伝活動を繰り返さなければな
らないとすれば，我々は人々を説得するための
奔走や話し合いで時間を失ってしまうというこ
とである」（‹LesAllocations-Maladie,Rapport
présentéparM.AyméBERNARD›,art.cit.,

p.51）として「強制加入」方式を推奨している
が，CCRPとしては主要加入企業との協議の中
で出された意見を尊重して，既に疾病手当サー
ビスを実施している企業や不況に晒されていな
い産業などから段階的に制度化するために「任
意加入」方式を採用したと考えられる。

９６） ただし，これらの共済も，こうした補助金で
はなく，もし望むならば金庫によって直接支給
される疾病手当をそのメンバーに受給させるこ
とができるという注が付されている。

９７） ちなみに，服装業を営み，多くの女性労働者
を雇用していた篤志家のF.Poussineauは，「産
婦には出産の４週間後にしか労働は許可されな
いことが望ましい」（JustinGodart,LesClauses
duTravaildansleTraitédeVersailles,Paris,

Dunod,1920,p.30）という１８９０年３月のベルリ
ン国際労働会議の決議などから示唆を得て，母
子共済の創設に邁進したとされている（cf.
JeanBennet,BiographiesdePersonnalités

Mutualistes,Paris,MutualitéFrançaise,1987,

p.361）。
９８） Cf.PierreLeclerc,LaSécuritéSociale─

sonHistoireàtraverslestextes,tomeII–1870-

1945,Paris,Association pourl’étudede

l’HistoiredelaSécuritéSociale,1996,p.202.な
お，１８９２年で週１２Fというこの産休手当は，既
述のようにストロース法による国の産休扶助額
が１９１３年で１日０.５～１.５F（週３～９F）でしか
ないのに比べると，より賃金に代替しうる金額
に近づいている。

９９） Cf.Bennet,op.cit.,p.362.また１８９４年には地
方での最初の母子共済がイゼール県のヴィエン
ヌに創設され，次いでリール（１８９７年），リヨン
とサン・テチエンヌ（１９０３年），トロワ（１９０７
年），ニーム，マルセーユ，サン・カンタン
（１９０８年）などに拡大し，１９１２年には「フランス

立命館産業社会論集（第４４巻第２号）42



母子共済組合連合 L’UnionFrançaisedes

MutualitésMaternelles」が結成されている
（cf.ibid.pp.362-363）。

１００） CCRP,CommissiondeGestion,Procès-

VerbaldelaRéuniondu11Janvier1926.以下，
本協定および後述の「共済組合セーヌ県連盟」
との協定に関してはこの議事録による。

１０１） なお，この償還の率や額については各共済の
裁量に委ねられており，例えば年１人当たり
７２Fの拠出を求める「職業間共済laMutuelle
Interprofessionelle」は医者の費用の４分の３，
薬剤費の半分を償還している（cf.Assemblée
GénéraledelaCCRP(Service-Maladie),Porcès-

VerbaldelaRéuniondu22Novembre1926,

p.3）。ただし，非共済組合員の場合には，金庫
（CCRP，リールやルーベの金庫）が「検診・手
術毎の手当を支給し，かなり一般的にその額は
検診毎に５F，外科手術の場合は重度に応じて
５０，１００，３００Fで あ る」（‹Les Allocations-
Maladie,RapportprésentéparM.Aymé

BERNARD›,art.cit.,p.48）。しかし，リヨンな
どの金庫は「治療や薬剤の費用を負担すること
を拒否した。［というのも，］その責任は常に共
済組合の領域に属するものであり，共済に導く
最良の手段はこの利益を共済組合員に［のみ］
留保することだったと考え」（ibid.）たからで
ある。

１０２） ちなみに，社会保険法案への対抗上，経営者
が自らの労働者を義務的に工場共済に加入させ
る動きに対しては伝統的な共済運動家の側から
の批判がなされている。例えば，１９２６年の家族
手当全国大会においても，そこに招待された
ブーシュ・デュ・ローヌ県共済組合大評議会
（GrandConseildelaMutualitédesBouches-
du-Rhône）の会長であるヴィラージュ弁護士
（MeVillage）は「［共済の］全ての組織の基盤
に個人的努力を残して置くことの必要性」
（ibid.,p.54）を強調しているし，またローヌ
県共済組合総連合（UnionGénéraledela
MutualitéduRhône）の会長アンドレ（André）
は「我々はドイツのような社会制度の下での軍
隊化されたフランスuneFrancecaporaliséeを

望んでいない。反対に我々が欲するのは主とし
て共済組合が存在することであり，単に工場
［共済の］金庫Caissesd’usineだけではない。
というのも，工場金庫は真の共済組合ではない
からである。皆さんがこのように労働者を一つ
の工場金庫の内部に集結させる時に，皆さんは
必ずしも共感しない人々の間に連帯の義務を押
し付ける」（ibid.,p.59）と批判している。それ
故，CCRPも工場共済の諸問題などについてセ
ーヌの共済組合連盟と協議する必要性に迫られ
ていたものと考えられる。

１０３） 既述のサン・テチエンヌの金庫も１９２６年中
に疾病手当サービスを創設しているが，ここ
の疾病手当は病気の１１日目から最大で９０日の
間，成人ないし既婚者には１日５Fであり，妻
が働いていない場合に１０％の割増，家族手当を
受給している児童１人に付き１０％割増がなされ
る。また，検診毎に５F，外科手術の場合は重
度に応じて５０，１００，２００Fの医療・手術手当が
支給され，さらに，これらの「医療・手術手当
は，賃金を得ていない妻や家族手当を受給して
いる児童のそれぞれに拡大適用されている」
（‹MonographiedelaCaissedeCompensation
delaRégionstéphanoiseetd’Annonay›,art.

cit.,p.196）。
なお，１９２７年３月１日時点で，フランス全土

の２１０補償金庫中，疾病手当サービスを設けて
いるのは３０金庫（１４.３％）である。また，それ
らの平均的な疾病日手当は，病気の９～１１日目
から最大で年９０日の間，男性が５F，女性は３
～４Fであり，半数の１５金庫が治療や外科手術
の費用の一部を負担し，その内１４金庫が検診毎
に５Fを償還し，１２金庫が外科手術毎に５０～
３００Fを償還している。そして，これらの給付
を労働者の家族に拡大適用しているのは１３金庫
である。Cf.Dieude,op.cit.,p.82etp.131.

１０４） CCRP,CommissiondeGestion,Procès-

VerbaldelaRéuniondu23Mars1926.ここで
リシュモンは，「従業員の中で世帯持ちは２５％」
しかいない上に，全ての妻が加入することはな
いだろうから，パリ母子共済への年５Fの拠出
額も労働者１人当では年１.２５Fを大いに下回る
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と予想している。
１０５） CCRP,Procès-Verbaldel’AssembléeGénérale

du26Avril1926.

１０６） ‹L’enseignementménager,Rapportprésenté

parMademoiselleHARDOUIN›,art.cit.,p.87.

１０７） Cf.CCRP,CommissiondeGestion,Procès-

VerbaldelaRéuniondu25Juin1926.

１０８） Cf.CCRP,Procès-Verbaldel’Assemblée

Généraledu26Avril1926.ただし，フランス全
体では１９２６年５月初旬の時点で約１２の金庫が疾
病手当サービスを既に実施し，それにカバーさ
れている労働者数は約２０万２,５００人であるから
（cf.‹LesAllocations-Maladie,Rapportprésenté
parM.AyméBERNARD›,art.cit.,p.42），
CCRPの疾病保険はその４分の１をほぼカバー
していることになる。

１０９） CCRP,Commision deGestion,Procès-

VerbaldelaRéuniondu25octobre1926.

１１０） AssembléeGénéraledelaCCRP(Service-

Maladie),Procès-VerbaldelaRéuniondu22

Novembre1926,p.1.

１１１） Ibid.,p.3.

１１２） Ibid.,p.4.

１１３） しかし，パリの医者の半分近くを結集してい
るセーヌ県医師組合は独占権を要求し，またパ
リの様々な医師集団は相互に対立して，CCRP
との協定締結に合意するに至り得ない状況に陥
ることになる（cf.CCRP,Commissionde
Gestion,Proès-VerbaldelaRéuniondu17

Janvier1927）。
１１４） AssembléeGénéraledelaCCRP(Service-

Maladie),Procès-VerbaldelaRéuniondu22

Novembre1926,p.4.なお，後述の１９３０年社会保
険法で被保険者は賃金に応じて５つのカテゴリ
ー（日賃金が８F未満の第１カテゴリー，８～
１４.９９Fの第２カテゴリー，１５～１９.９９Fの第３カ
テゴリー，２０～３１.９９Fの第４カテゴリー，３２F
以上の第５カテゴリー）に分類されるが，非共
済組合員男性に対するCCRPの４Fの日手当は
この第１カテゴリーの賃金の５０％以上，第２カ
テゴリーの賃金の５０～２７％，第３カテゴリーの
賃金の２７％～２０％，第４カテゴリーの賃金の２０

～１２.５％，第５カテゴリーの賃金の１２.５％以下
となる。従って，（１９２６年と１９３０年との時差は
あるにしても）この「賃金の１０％未満」という
のは，労働者側のCCRP疾病手当に対する過小
評価の象徴的表現であると考えられる。

１１５） Ibid.,p.6.

１１６） Ibid.,p.2.同様にリシュモン会長は，CCRPと
セーヌ県共済組合連盟との協定に基づき設置さ
れた既述の共同委員会は，両者間のあらゆる係
争問題を議論する場であったが，数ヶ月前に一
度開催されただけであり，それ以来，何の係争
問題も生じていないと述べている（cf.ibid.）。

１１７） CCRP,Procès-Verbaldel’AssembléeGénérale

du9Juin1927.

１１８） Cf.Chauveau,op.cit.,p.86.

１１９） Cf.HenrySOLUS,QuelestleNouveau

régimedesAssurancessociales?,Paris,Recueil

Sirey,1930,p.9.ただし，この１９３０年法の可決と
ほぼ同時に，企業にとって有利な減税法が上
程・可決され，「社会保険の実施がそれら［フ
ランスの輸出産業］に途方もない超過負担を
もたらす」（J.O.du25avril1930,Débats
parlementaires,Chambredesdéputés,Séance

du24avril1930,p.2188）ことへの一定の補償
措置もとられている。

１２０） とりわけ，社会保険への強制加入によっても
たらされる「個人の責任感の全面的消滅」や
「人が望む福祉形態を選択する一定の自由の喪
失」，さらには「自らの流儀と絶対的ニーズに
従って自分の給料のお金をもはや自由に使えな
い窮屈さ」などが恐れられていた。Cf.Jean-
Max Eylaud,‹Propos surl’histoire des

AssurancessocialesetdelaSécuritésociale:

del’espéranceàl’inquiétude›inColloquesur

l’Histoire de la Sécurité sociale,Paris,

Associationpourl’étudedel’Histoiredela

SécuritéSociale,1979,p.103.

１２１） 前掲拙稿「非市場的調整の発展─２０世紀フラ
ンスにおける労働と福祉─」６４頁参照。

１２２） なお，こうして社会保険により産休・授乳手
当が支給されるようになるため，CCRPは１９３０
年６月の管理委員会で女性被保険者に対して出
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生・授乳・産前の手当を廃止し，それらの手当
は賃金を得ていない妻（ただし授乳手当を除
く）や社会保険にカバーされない女性従業員に
対してのみ継続支給することが提起され（cf.
CCRP,CommissiondeGestion,Procès-Verbal

delaRéuniondu26Juin1930），同年７月８日
の総会で決定される。

１２３） このように疾病手当は就業日に対してしか支
給されないが，他方で労災の場合には１９０５年３
月３１日法による改訂で日手当は日曜や祭日な
どの非就労日に対しても支給されている。そ
の不整合は１９４２年１月６日法によって是正さ
れ，同年４月１日以降は非就労日をも含めた病
欠中の全日数に対して支給されるようになる。
なお，CCRPは病気期間中も月額手当の支給に
ついては継続することを上記１９３０年６月の管理
委員会で決定する。

１２４） Cf.PierreGuillaume,‹l’Assurancemaladie-

invalidité-décèsdanslesannéestrente›in

Comitéd’HistoiredelaSécuritésociale(sous

ladirectiondeMichelLaroque),Contribution

àl’HistoirefinancièredelaSécuritésociale,

déjàcitée,p.262.

１２５） GeorgesLefranc,LesExériencessyndicales

enFrancede1939à1950,œuvredéjàcitée,

p.315.

１２６） Cf.J.O.du24Juin1947,Annexeadministrative,

‹Rapportsurl’applicationdelalégislationdes

assurancessociales(Statistiquesdu1erJanvier

1943au31Décembre1945)›,p.339.

１２７） Dutton,op.cit.,p.118.

１２８） Ceccaldi,art.cit.,p.278.

１２９） J.O.,Documentsparlementaires,Chambredes

députés,juillet1930,annexeN°3827,déjà

citée,pp.1393-1394.

１３０） Ibid.,p.1394.

１３１） Ibid.以上の３点に加えて，既に指摘したよう
に（注６７）社会保険法の実施後に経営者層が補
償金庫を放棄する危惧を挙げ，「その上，フラ
ンスの人口状態はそれだけで法の介入を十分に
正当化するであろう」（ibid.）と彼は述べてい
る。

１３２） Ceccaldi,art.cit.,p.278.ちなみに，CCRPの
手当額も１９３６年の改定に至るまで第１・２子に
ついては若干の増額，第３子以降は１９２３年の水
準に固定されている（前掲表２参照）。

１３３） CCRP,Procès-Verbaldel’AssembléeGénérale

du7Juillet1925.

１３４） Ibid.du27Décembre1933.

１３５） Ibid.du28Décembre1932.

１３６） Ibid.du27Décembre1933.

１３７） ちなみに，前述１９３０年７月１１日の下院報告の
中で，ルロールは，「社会保険への経営者拠出
が賃金の４％であり，補償金庫への拠出が
２.７％だから，これはフランスの生産に課され
る賃金の６.７％の［拠出］増となり，とりわけ経
済恐慌の時期に確かに極めて重い負担である」
（J.O.,Documentsparlementaires,Chambredes
députés,juillet1930,p.1396）ことを認めてい
る。しかし他方で，とりわけ中小企業の経営者
層において，不況の中で賃金の全般的引き下げ
を促進するための代替措置として家族手当を受
容する方向への態度の変化が見られ，「それ
［家族手当］に対するイデオロギー的対立が経
営者層の中で著しく縮小する」（BernardFriot,
Protectionsocialeetsalarisationdelamain-

d’æuvre:essaisurlecasfrançais,Thèse

présentéeetsoutenueenvueduDoctorat

d’Etatdescienceséconomiques,Universitéde

ParisX─Nanterre,1993,p.470）ことも１９３２年
法成立の背景の一つとして看過されてはならな
いであろう。そして，３２年法を口実に実際に賃
金を引き下げた経営者も存在し，１９３４年１２月９
日法で「家族手当の導入は，いかなる場合にも
賃金引き下げの決定因とはなりえない」ことが
規定されるに至る。

１３８） こうして，「家族手当の増額と賃金の増額と
の間に一種の均衡が実現され…，フランスの集
団的労働争議における調停仲裁を整えた１９３８年
法は，家族手当と賃金との間のこの均衡を法的
義務とさえした」（PierreLaroque,‹Familleet
Sécuritésociale›,LaRevueFrançaisedu

Travail,n°19,octobre1947,p.840）のである。
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Abstract:Inthepreviousissue(Volume43,Number4),focusingonthe“CaissedeCompensation

delaRégionParisienne:CCRP”whichwasthelargestamongtheFrench“Caissesde

Compensation”forfamilyallowancesfoundedvoluntarilyinvariousdistrictsbyprivatesector

employersafterWorldWarI,IanalyzedmainlythecashbenefitsofthisCCRP.Inthepresent

issue,Ielucidate,asitsbenefitsinkind(orservicebenefits),homevisitorservices,medico-

hygienicservices,domesticeducation,vocationalguidanceandthefreedistributionofthe“Revue

delaFamille”(FamilyMagazine).IshowthatFrenchemployersclearlyratedthesesocial

serviceshighly,consideringthattheyobtainedgoodresultsnotatallinferiortocashbenefits,

throughfineservicesrespondingtothe“needsofmind”ofworkers,eventhoughtheseservices

wereextremelycheapincomparisonwithcashbenefits.Then,afterpointingouttheattitudesof

labourunionstothese“CaissesdeCompensation”andtheirsocialservices,Ianalyze,

concentratingontheconcreteexampleoftheCCRP,theemployers’movementforexpandingthe

activityof“CaissesdeCompensation”tohealthinsuranceinordertoavoidthelawofsocial

insuranceswhichwasanimportantissuebetweencapitalandlabourafterWorldWarI.LastlyI

makecleartheprocessthroughwhichthelimitationsofthishealthinsurancefundedonlyby

employers’contributionswererevealedbythepassingoftheSocialInsurancesActin1928and

1930,andhowfamilyallowancesfoundedbytheprivateinitiativeofemployerswerealsoput

underlegalobligationbythelawof1932.

Keywords:“caissedecompensation”,CCRP,homevisitor,domesticeducation,socialservice,

SocialInsurancesAct,healthinsurance
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